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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  ２ 第10期の売上高、総資産額及び従業員数の増加は、主に連結子会社の増加（23社）によるものであります。 

  ３ 第11期中、第11期及び第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、中間（当期）純損失を計上したた

め、記載しておりません。 

４ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次   第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間   

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） 7,373,177 48,151,483 40,244,926 31,535,806 90,920,602

経常利益又は経常損失 （千円） 528,711 666,283 △2,920,498 1,619,655 △411,015

中間（当期）純利益又は 
中間純損失（△） 

（千円） 85,367 △498,956 △4,060,635 561,507 △8,487,321

純資産額 （千円） 5,651,690 15,139,528 4,047,349 9,761,309 8,579,800

総資産額 （千円） 13,620,621 69,738,717 43,263,461 60,255,893 52,725,208

１株当たり純資産額 （円） 43,448.47 92,750.24 19,206.84 67,997.25 43,489.63

１株当たり中間（当期）純
利益又は中間純損失（△） 

（円） 659.56 △3,127.63 △24,871.59 4,104.68 △52,594.76

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

（円） 651.81 － － 4,002.62 －

自己資本比率 （％） 41.5 21.7 7.2 16.2 13.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 997,969 1,327,636 △2,201,223 △1,855,841 3,316,891

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △4,371,372 △7,461,486 △345,707 △6,490,694 △11,434,675

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 3,318,975 6,105,818 △370,391 15,944,650 4,440,038

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） 1,718,246 9,297,301 2,758,680 9,370,792 5,655,082

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（名） 
337 
(117)

1,091
(568)

871
(827)

907 
(701)

1,019
(760)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第10期、第11期中、第11期及び第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、中間（当期）純損失を計

上したため、記載しておりません。 

３ 第10期において、平成17年３月１日に分社型新設分割により設立した(株)ＤＭＥＳ及び(株)ＴＣＬＡに営業の承継をさ

せるとともに、持株会社に移行いたしました。 

４ 第11期において、当社は㈱ＤＭＥＳを平成18年6月1日に吸収合併いたしました。 

５ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次   第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間   

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高 （千円） 5,299,211 780,640 1,091,235 6,549,220 2,330,540

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 692,269 △136,161 △2,370,836 10,053 11,179

中間（当期）純利益又は中
間（当期）純損失（△） 

（千円） 294,247 △244,137 △3,743,053 △31,108 △5,964,895

資本金 （千円） 2,277,919 6,948,891 6,950,144 4,046,009 6,950,144

発行済株式総数 （株） 130,405 163,243.77 163,278 143,126.40 163,278.77

純資産額 （千円） 5,956,656 14,715,932 5,329,375 9,288,405 9,002,294

総資産額 （千円） 12,481,835 35,401,265 25,778,429 28,084,061 32,768,098

１株当たり純資産額 （円） 45,792.96 90,155.13 32,091.43 64,692.85 55,139.50

１株当たり中間（当期）純
利益又は中間（当期）純損
失（△） 

（円） 2,273.39 △1,530.34 △22,926.39 △471.93 △36,963.63

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

（円） 2,246.68 － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 800 －

自己資本比率 （％） 47.7 41.6 20.3 33.1 27.5

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（名） 
156 
(36)

58
(9)

145
(24)

56 
(2)

187
(19)



２【事業の内容】 

当企業集団は当社、子会社12社（連結子会社11社、非連結子会社１社）、関連会社８社（持分法適用会社８社）で構成されてお

ります。 

なお、当中間連結会計期間において金融事業を行う株式会社クインランドキャピタルの株式の一部を売却したことに伴い連結の

範囲から除外したため、当中間連結会計期間から、「金融事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

また、当中間連結会計期間より「ＴＣＬＡ事業」を「自動車事業」に名称変更しております。当該名称変更は、内部管理上の名

称変更であり、セグメンテーションの方法等に与える影響はございません。 
  

 

 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動が次のとおり行われています。 

 ① ㈱クインランドキャピタルは、当中間連結会計期間において㈱クインランドキャピタルの株式の一部を売却したため、平成18

年８月７日付で連結子会社から除外いたしました。 

 ② ㈱トリプルエスについては、当中間連結会計期間において第三者割当増資により当社持分割合が低下したため、平成18年９月

１日付で連結子会社から除外し、持分法適用の関連会社に含めることといたしました。 

 ③ 臭気判定キット販売有限責任事業組合は、当中間連結会計期間において、臭気判定キット販売有限責任事業組合の出資持分の

全部を売却したため、平成18年10月31日付で連結子会社から除外いたしました。 

 ④ Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ㈱は、当中間連結会計期間において、Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ㈱の株式の一部を売却し

たため、平成18年11月30日付で連結子会社から除外いたしました。 

⑤ ㈱リックは、当中間連結会計期間において㈱リックの株式の全部を売却したため、平成18年12月８日付で連結子会社から除外

いたしました。 

⑥ チェッカーモータース㈱は、当中間連結会計期間において株式の全部を売却したため、平成18年11月29日付で持分法適用の関

連会社から除外いたしました。 

  

 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイト）は（ ）内に半

年間の平均人員を外数で記載しております。 

    ２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

    ３ 前連結会計年度末に比べ、148名減少しておりますが、主な要因は㈱リック、Eugene＆Company㈱を連結子会社から除外

したためであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に半年間の平均人員を外数で記載しております。 

    ２ 前事業年度末に比べ、42名減少しておりますが、主な要因は事業再編に伴い管理部門において人員削減を行ったためで

あります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

ＤＭＥＳ事業 100 （20）

自動車事業 456 （308）

住宅関連事業 35 （3）

娯楽事業 215 （489）

ネット広告事業 36 （4）

その他事業 0 （0）

全社（共通） 29 （3）

合計 871 （827）

  平成18年12月31日現在

従業員数（名） 145（24）



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とし、国内景気は民間設備投資を中心に堅調に推移しました。

懸念されていた米国経済の動向や、高騰した原油価格も落ち着きを見せており、個人消費については雇用、所得環境の一部に厳しさ

がみられるものの、改善に広がりを見せています。また一方では、日銀のゼロ金利解除による金利の上昇懸念などの不安定要素もあ

り、景気拡大のスピードには企業間格差が生じております。 

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、平成18年６月１日より100%子会社の㈱ＤＭＥＳを吸収合併し、純粋持株会

社からＩＣＴによって企業グループを統治する事業持株会社に移行しました。その主旨に沿って連結子会社のビジネス・システム・

人材・ノウハウ・情報には支援関係を深める一方で、子会社の株式についてはすべからく順次売却を進め、ＤＭＥＳ事業に集中特化

する方針を打ち出し、事業再編及び財務基盤の強化に努めております。 

その結果、連結対象子会社の売却に関して輸入車ビジネスを展開しております自動車事業における各子会社の売却を鋭意進めるほ

か、本部管理部門における子会社担当部門の整理などによるコスト削減施策に取り組み、成果をあげることができました。また、財

務基盤強化の一環として、連結有利子負債の削減と単独ＤＥＲ（デッド・エクイティ・レシオ）の低減にも積極的に取り組んでおり

ます。 

ＤＭＥＳ事業では、ＩＣＴを活用した新しい形の企業ネットワークの形成を目指し、各消費者マーケットに対するユニークかつ斬

新なサービス・商品を提供することを目的とし活動を行っています。その一環として、次世代の映像技術として世界各国で注目され

ているFrameFree技術のグローバルマーケティング戦略及びビジネス展開を行っているFrameFree Global Limited (所在地：英国領

ジャージ島)と資本、業務提携を結び、ＤＭＥＳ事業における新たな成長ドライバーとして位置付けたうえで、新商品の共同開発や製

品普及に取り組んでまいります。 

自動車事業、住宅関連事業、娯楽事業に属する各連結対象子会社につきましては、順次売却を進めておりますが、自動車事業及び

娯楽事業に関しましては、平成18年９月に契約を締結した先からの入金が海外送金手続きにかかる諸問題により大幅に遅延したた

め、平成19年１月に契約を解除し、個別での売却を進めることといたしました。そのことから、当初計画に対して売却スケジュール

が遅延することとなりました。なお、自動車事業におきましては平成18年11月にEugene＆Company㈱、平成19年１月にクインランド・

カーズ㈱のアピス神戸事業及び㈱ムーブを、住宅関連事業におきましては平成18年12月に㈱リック、平成19年２月に㈱わかたけを、

それぞれ譲渡完了しております。 

ネット広告事業では、地域ポータルサイト「Ｑｌｅｐ」事業におきまして、全国的な利用者増と広告拡販に注力しております。特

に概ね配置が完了いたしました全国のフランチャイジーの収益性確保のためのスーパーバイザー業務に努め、ロイヤリティ収入の拡

大を図っております。 

一方、ＤＭＥＳ事業において、当中間連結会計期間においてマーケティング案件にかかる売上の計上を予定しておりましたが、先

方の検収手続きが遅れたことを理由として未入金であり、当社の売上計上基準を満たさないため、下期以降に計上する予定となりま

した。また、FrameFree Holdings Limitedからのロイヤリティ収入につきましても当中間連結会計期間より売上計上される予定でし

たが、未入金であったことから同じく当社の売上計上基準に基づき下期以降にずれこむこととなり、計画未達要因となりました。 

また、当期よりＤＭＥＳ事業に集中特化する方針を打ち出し、事業再編及び財務基盤の強化に努めておりますが、子会社売却や事

業撤退、ＤＭＥＳ事業における不採算プロジェクト中止などを主たる要因とした、事業再編にかかる特別損失を1,387,029千円計上し

ております。 

  

これらの諸活動により、当中間連結会計期間は、売上高40,244,926千円(前年同期比16.4％減)、営業損失2,104,200千円(前年同期

は営業利益1,206,943千円)、経常損失2,920,498千円(前年同期は経常利益666,283千円)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

  

 「ＤＭＥＳ事業」 

ＤＭＥＳ事業におきましては、ＩＣＴを活用した新しい形の企業ネットワークを構築してまいりますが、その一環として、次世代

の映像技術として世界各国で注目されているFrameFree技術のグローバルマーケティング戦略をＤＭＥＳ事業における新たな中核事業

のひとつとして位置付けたうえで、新商品の共同開発や製品普及に取り組んでまいりました。今後におきましては、商品の販売にか

かる売上高や共同開発事業におけるロイヤリティ収入が見込まれます。 

ＳＩＰＳ事業では、プロジェクト採算管理を徹底し、当中間連結会計期間では関係会社向けビジネスを中心に不採算プロジェクト

整理を行いましたが、この期間における不採算プロジェクトの費用負担が大きく、収益を押し下げる結果となりました。今後引き続

き、確実に利益の見込めるプロジェクトへの集中とそれによる人時生産性の向上に取り組むとともに、さらなる新規開拓と既存顧客

の受注促進に努め、利益率の向上を図ります。 



当事業に属する子会社である教習所向け教育システム販売の㈱ノイマンにつきましては、教習所向けの販売支援に関する新商品投

入が奏功し、業績に貢献いたしました。 

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は1,548,700千円(前年同期比44.7％減)、営業損失は399,060千円(前年同期は

営業利益700,838千円)となりました。（ＤＭＥＳ事業のうち、ポータル運営にかかる部分は後記の「ネット広告事業」に区分して表

示しております。なお、ＤＭＥＳ事業における「ネット広告事業」は、売上高79,289千円、営業損失は599,930千円であります。） 

  

 「自動車事業」 

自動車事業におきましては、当中間連結会計期間において、新たに名古屋に中古車センターを開設し、主に高級輸入ＳＵＶ車の販

売を行ってまいりました。さらにアウディディーラーの㈱ＡＣＬＡでは、大阪中央ショールームを御堂筋沿いに移転し、新たに営業

を開始しております。 

中古車部門では、自社ブランドによる輸入中古車販売店「オーラッシュ」を運営しております。「オーラッシュ」は、店舗設計に

世界的な建築家を設計者として起用し、中古車の販売にあたって新車に準じた保証を付して販売する「アプルーブドカーシステム」

の採用を行うことによって、プレミア輸入中古車ディーラーとしての高付加価値化を目指しております。 

なお、事業再編に伴う売却方針に従い、上述のとおり平成18年11月にEugene＆Company㈱、平成19年１月にクインランド・カーズ㈱

のアピス神戸事業及び㈱ムーブの譲渡を完了いたしました。未売却の事業についても、早期の契約締結、受渡を目処として、鋭意交

渉を進めております。 

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は17,490,149千円（前年同期比4.4％減）、営業損失は689,419千円(前年同期

は営業損失233,173千円)となりました。 

  

 「住宅関連事業」 

住宅関連事業におきましては、㈱ザウスコミュニケーションズにおいて不動産売買及び仲介から撤退し、本業である住宅プロ

デュース事業と土地付き（エステート）住宅プロデュース事業に集中的に取り組み、高収益化への転換を図っております。また、３

ＤエクステリアＣＡＤ販売の㈱リック、インテリア事業の㈱わかたけにつきましても、順調に業績に貢献いたしました。 

なお、事業再編に伴う売却方針に従い、上述のとおり平成18年12月に㈱リック、平成19年２月に㈱わかたけの譲渡を完了いたしま

した。㈱ザウスコミュニケーションズについても当連結会計年度中の売却を目指しております。 

  

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は968,229千円（前年同期比60.4％減）、営業損失は70,058千円(前年同期は

営業利益109,191千円)となりました。 

  

「娯楽事業」 

娯楽事業におきましては、「ニンテンドーＤＳ」とその対応ソフトが順調であったものの、「プレイステーション３」及び「ＰＳ

Ｐ」が製品の供給不足により販売計画を下回り、全体として計画を下回ることとなりました。 

当事業におきましては事業再編に伴う売却方針に従い、早期に売却・非連結化を進めてまいります。 

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は20,155,386千円（前年同期比4.2％減）、営業利益は119,880千円（前年同

期比39.9％減）となりました。 

  

「ネット広告事業」 

当事業におきましては、地域ポータルサイト「Ｑｌｅｐ」事業におきまして、全国的な利用者増と広告拡販に注力しております。

特に概ね配置が完了いたしました全国のフランチャイジーの収益性確保のためのスーパーバイザー業務に努め、ロイヤリティ収入の

拡大を図ってまいります。 

今後は、さらなるフランチャイジーの育成、ストック型収入の確保に努めてまいります。 

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は79,289千円（前年同期比95.1％減）、営業損失は599,930千円（前年同期は

営業利益957,912千円）となりました。 

  

「その他事業」 

当事業におきましては、臭気判定キット販売有限責任事業組合の業績等が含まれておりますが、臭気判定キット販売有限責任事

業組合は平成18年10月をもって非連結化いたしました。 

こうした諸活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は3,170千円(前年同期比99.5％減)、営業損失は11,038千円（前年同期は営

業損失22,324千円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フロー及び投資活動に

よるキャッシュ・フロー並びに財務活動によるキャッシュ・フローが減少したことにより前連結会計年度末に比べて2,896,402千円減



少し、期末残高は2,758,680千円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において営業活動による資金の減少は、2,201,223千円（前年同期は1,327,636千円の増加）となりました。 

これは主に、税金等調整前中間純損失4,266,698千円を計上したこと及び売上債権の増加2,538,857千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、345,707千円（前年同期は7,461,486千円の減少）となりました。 

これは主に、貸付金の回収による収入6,464,985千円があったものの、貸付による支出2,036,819千円、投資有価証券の取得による

支出4,280,201千円、長期前払費用の取得による支出2,709,998千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は、370,391千円（前年同期は6,105,818千円の増加）となりました。 

これは主に、短期借入金の純減額1,496,018千円、長期借入金の返済による支出1,500,149千円によるものであります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループが行っている事業は、事業の性格上受注実績を定義することは困難であります。 

 なお、仕入実績及び販売実績は次のとおりであります。 

(1）仕入実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 当中間連結会計期間において金融事業を行う㈱クインランドキャピタルの株式の一部を売却したことに伴い連結の範囲

から除外したため、当中間連結会計期間から、「金融事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

４ 当中間連結会計期間より「ＴＣＬＡ事業」を「自動車事業」に名称変更しております。当該名称変更は、内部管理上の

名称変更であり、セグメンテーションの方法等に与える影響はございません。 

  

(2）販売実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 当中間連結会計期間において金融事業を行う㈱クインランドキャピタルの株式の一部を売却したことに伴い連結の範囲

から除外したため、当中間連結会計期間から、「金融事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

４ 当中間連結会計期間より「ＴＣＬＡ事業」を「自動車事業」に名称変更しております。当該名称変更は、内部管理上の

名称変更であり、セグメンテーションの方法等に与える影響はございません。 

 

区分 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 前年同期比（％） 

金額（千円）

ＤＭＥＳ事業 115,956 △84.4 

自動車事業 13,984,645 △52.0 

住宅関連事業 145,207 △88.6 

娯楽事業 19,243,683 79.5 

ネット広告事業 － － 

その他事業 － － 

合計 33,489,494 △20.0 

区分 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 前年同期比（％） 

金額（千円）

ＤＭＥＳ事業 1,548,700 △44.7 

自動車事業 17,490,149 △4.4 

住宅関連事業 968,229 △60.4 

娯楽事業 20,155,386 △4.2 

ネット広告事業 79,289 △95.1 

その他事業 3,170 △99.5 

合計 40,244,926 △16.4 



３【対処すべき課題】 

(1)連結子会社との速やかな資本関係解消 

当社は、平成18年６月１日より100%子会社の㈱ＤＭＥＳを吸収合併し、純粋持株会社からＩＣＴによって企業グループを統

治する事業持株会社に移行しました。よってその主旨に沿って連結子会社のビジネス・システム・人材・ノウハウ・情報には

支援関係を深める一方で、子会社の株式については順次売却を進め、当社自身の効率的運営、収益力向上に向けた各種施策を

実施してまいります。 

(2)ＤＭＥＳ事業への経営資源の集中 

ＤＭＥＳ事業の早期収益化に向け、切離し対象の子会社群との不採算システム事業をすみやかに整理するとともに、当社の

コアコンピタンスであるＳＩＰＳ事業を中心にFrameFree事業、Ｑｌｅｐ事業においても、商品力強化及び広告代理店、金融機

関等の営業拠点の関係強化並びにその他の独自営業構造確立に向け、積極的な営業展開を図る方針であります。 

(3)財務体質の強化 

平成17年６月期から平成18年６月期にわたり、当社が強力に推進してきました企業買収による事業拡大と企業グループ形成

は、買収対象事業が主に自動車販売業やＴＶゲーム小売業であったために、この期間に有利子負債を増やすこととなりまし

た。また、あまりに急激な拡大を目論んだために十分なマネジメントの浸透が図れず、結果として当初目標の利益を得ること

ができず、多額ののれんの償却を余儀なくされました。 

当社ではこうした反省に立って、今後は当社自身得意とするＩＴ分野に集中特化して収益力の回復を目指すとともに、子会

社群の株式・資産売却と資金需要に応じた柔軟な資本政策によって、財務健全性の回復、強化に努めてまいります。 

(4)優秀な人材の確保と育成 

ＤＭＥＳ事業に集中特化する当社においては、その規模もグループ管理部門、事業部門ともにこれまで以上にブラッシュ

アップし、少数精鋭の組織編制・人材育成を図っていく所存です。もちろん今後の安定的な成長に向けては、当社の経営理念

を十分に理解し、当該事業について深い知識と経験を持つ新たな人材の確保・育成は必須でありますので、優秀な人材の確保

に向けて、企業としてのブランド力強化にさらに注力してまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

FrameFree Holdings Limitedとのマーケティングアライアンス契約 

  

 ＤＭＥＳ事業において、動画生成技術である「FrameFree」技術を開発・普及させるための基礎的な権利を取得するため、

FrameFree Holdings Limitedとのマーケティングアライアンス契約を締結しています。なお、契約の要旨は次のとおりであり

ます。 

 (1)内容：当社は、日本国内における販売権、「FrameFree」技術関連のライセンス使用権、ならびに国内における関連製品

にかかる利益の40％を、海外における関連製品にかかる利益の10％をロイヤリティとして獲得いたします。また、当社は上記

権利にかかるライセンスフィーとして、27億円を支払いました。 

 (2)契約期間：本契約の締結日から20年間 

  

５【研究開発活動】 

   当社グループの研究開発は、主にＩＴ技術を駆使したクライアント企業のマーケティング戦略の企画、構築、運営支援を行っ

ているＤＭＥＳ事業において、ソフトウェア開発技術の一層の拡大、展開をはかり、サービス体制を充実するため、研究開発を

推進し、技術力の向上に努めております。 

   当中間連結会計期間におけるＤＭＥＳ事業の研究の目的、主要課題、研究成果、研究開発の体制及び研究開発費は次のとおり

であります。 

  

＜研究の目的＞ 

 日々進化するＩＴ技術及び最新のマーケティング理論を基に、クライアントより頂戴している課題・ニーズを最大限に考慮

しながら、最先端の技術開発を行います。また本技術開発に基づいてモジュール化及びパッケージ化を実現していくことで、

事業展開の効率化の実現を目指します。 

 



＜主要課題＞ 

 ①デジタル・マーケティング・システムの技術開発 

  デジタル・マーケティングにおける最先端の技術につき調査・研究し、クライアントのニーズ及び費用対効果を最大限に発

揮するためのノウハウをシステム化することを目的に技術開発を行っております。 

  

 ②新しいビジネスモデルにおけるパッケージ技術開発 

  既存のビジネスモデルでは対応できないビジネスモデルの構築にあわせ、必要な要素技術を調査・研究し、最適化されたパッ

ケージの技術開発を行っております。 

  

＜研究開発の成果＞ 

    当中間連結会計期間における研究成果としては、広告効果測定システム等があります。 

各成果に関しては、ＤＭＥＳ事業（ポータルメディア事業含む）、娯楽事業、住宅関連事業において実際に適用され、技術利

用がされております。 

  

＜研究開発の体制＞ 

現在、研究開発は当社ソリューション事業部において推進しており、研究開発スタッフは平均４名／月となっております。 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は4,762千円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

  

売却等 

当中間連結会計期間において、㈱リックの株式の全部売却により連結子会社でなくなったため、以下の主要な設備が減

少しております。 

  

(3）在外子会社 

  

売却等 

当中間連結会計期間において、Eugene＆Company㈱の株式の一部売却により連結子会社でなくなったため、以下の主要な設

備が減少しております。 

  

 

会社名 事業所名 事業部門 
設備の
内容 

帳簿価額（千円）

建物及び
構築物 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱リック 本社他 
住宅関連
事業 

事務所及
び店舗設
備 

74,833
51,200
(418.37)

11,939 137,973 

会社名 事業所名 事業部門 
設備の
内容 

帳簿価額（千円）

建物及び
構築物 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃ

ｏｍｐａｎｙ㈱ 

  

本社（韓国）
自動車 
事業 

事務所及
び店舗設
備 

298,143
397,465
(827.0)

15,806 711,416 



２【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。 

  

(2) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結会計期間

に完了したものは、次のとおりであります。 

  

新設等 

クインランド・カーズ㈱において、前連結会計年度末に計画しておりました大田サービスセンターの移転（投資額

13,127千円）は平成18年８月に完了しております。 

  

(3）事業再編に伴う連結対象子会社売却方針に基づき、確定しております重要な設備の売却等は、次のとおりであります。 

  

  

          

会社名 
  

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

帳簿価額（千円）

時期 建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

土地 合計 

㈱ムーブ 東京都足立区 
自動車 
事業 

461,753 22,684 20,471 643,833 1,148,742 
平成19年 
１月 

クインラン
ド・カーズ
㈱ 

兵庫県芦屋市他
（アピス神戸事
業） 

自動車 
事業 

163,461 26,448 9,571 138,134 337,615 
平成19年 
１月 

㈱わかたけ 東京都目黒区 
住宅関連
事業 

─ 84 1,778 ─ 1,863 
平成19年 
２月 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれて

おりません。 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 404,000 

計 404,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年３月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 163,278 163,278
大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・マー
ケット－「ヘラクレス」 

－ 

計 163,278 163,278 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年９月26日定時株主総会決議 

 （注）１ 権利行使期間満了により平成18年12月31日現在における新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数はござい

ません。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数  － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式      － 

新株予約権の目的となる株式の数  － － 

新株予約権の行使時の払込金額 71,600円(注２)      － 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月１日から
平成18年10月31日まで 

－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 71,600円
資本組入額  35,800円 

     － 

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時におい
て、当社または当社子会社
の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要
す。 
また、当社または当社子会
社の顧問ならびに社外協力
者については、権利行使時
において顧問契約または業
務委託契約が継続している
ことを要す。 

(ロ)新株予約権の譲渡、質入そ
の他の処分を認めない。 

(ハ)新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認め
ない。 

(ニ)この他の条件は、平成14年
９月26日開催の定時株主総
会及び平成15年７月30日開
催の新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締結
した「新株予約権割当契
約」に定めるところによ
る。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するために
は、取締役会の承認を要する。 

     － 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－ － 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
新株式発行前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



② 平成16年９月22日定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 1,757個(注１) 1,743個(注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －      － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,757株 1,743株 

新株予約権の行使時の払込金額 333,323円(注２)  同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月１日から
平成20年10月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  333,323円
資本組入額  166,662円 

 同左 

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時におい
て、当社または当社子会社
の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要
す。 
また、当社または当社子会
社の顧問ならびに社外協力
者については、権利行使時
において顧問契約または業
務委託契約が継続している
ことを要す。 

(ロ)新株予約権の譲渡、質入そ
の他の処分を認めない。 

(ハ)新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認め
ない。 

(ニ)この他の条件は、平成16年
９月22日開催の定時株主総
会及び平成16年12月15日開
催の新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締結
した「新株予約権割当契
約」に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するために
は、取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－ － 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
新株式発行前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③ 平成17年９月29日定時株主総会決議 

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 3,622個（注１） 3,473個（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 3,622株 3,473株 

新株予約権の行使時の払込金額 187,425円（注２） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年10月１日から
平成21年10月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 187,425円
資本組入額  93,713円 

 同左 

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の発行時におい
て当社または当社子会社の
取締役、監査役もしくは従
業員であった新株予約権者
は、新株予約権の行使時に
おいて、当社または当社子
会社の取締役、監査役もし
くは従業員の地位にあるこ
とを要す。 

(ロ)新株予約権の発行時におい
て当社または当社子会社の
顧問であった新株予約権者
は、新株予約権の行使時に
おいて、当社または当社子
会社と顧問契約を締結して
いる顧問であることを要
す。 

(ハ)新株予約権の発行時におい
て当社の社外協力者であっ
た新株予約権者は、新株予
約権の行使時において、当
社または当社子会社と業務
委託契約を締結している社
外協力者であることを要
す。 

(ニ)新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認め
ない。 

(ホ)このほかの条件は、本総会
及び新株予約権発行の取締
役会決議にもとづき、当社
と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによ
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するために
は、取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－ － 



２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の

算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  調整後 
払込金額 

＝ 調整前 
払込金額

× 
新株式発行前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年９月25日取締役会決議 

（注）１ 行使価額の修正 

①本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式1株当たりの出資される財産の価額（以下「行使価

額」という。）は、当初39,500円とする（以下「当初行使価額」という。）。ただし、行使価額は行使請求期間の開始日以降、９

月、11月、１月、３月、５月および７月の各月の第１金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、行使価額は、決定日まで

(当日を含む。) の５連続取引日（ただし、取引日は株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引に係

る終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引

日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の毎日の終

値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。以下「修正後行使価額」とい

う。) が直前の行使価額を下回った場合に修正後行使価額に修正される。 

なお、時価算定期間内に、（注）２ ①ないし③で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正後行使価額は、本要項に従

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 300個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権を行使すること
（以下「行使」という。）によ
り当社が当社普通株式を新たに
発行またはこれに代えて当社の
有する当社普通株式を移転（以
下当社普通株式の発行または移
転を「交付」という。）する数
は、各行使請求に係る本新株予
約権の数に10,000,000円を乗
じ、これを注１、２記載の行使
価額で除して得られる最大整数
とする。この場合に1株未満の
端数を生じたときはこれを切り
捨て、現金による調整は行わな
い。 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
本新株予約権１個あたり
300,000円 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月16日から
平成19年７月13日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  行使価額
(注１、２） 

資本組入額 行使価額の２分
の１以上の金額
とし、計算の結
果１円未満の単
数が生じる場合
はその端数を切
り上げた金額とす
る。 

 同左 

新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権の一部行使は
できないものとする。 

② 新株予約権の行使は、当社
取締役会の承諾を要する。 

③ 新株予約権の行使は、撤回
及び取消ができないものと
し、ひとたび行使されると
消滅する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するために
は、取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－ － 



い当社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が当初行使価額の50％に相当する金額（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。ただし、（注）２ ①ないし③による調整を受ける。以下「下限行使

価額」という。）を下回る場合には修正後転換価額は下限行使価額とする。 

②上記①にもかかわらず、当社が本新株予約権を取得する取得日の公告がなされた場合、当該項公告日以降（その日を含む。）の

行使価額は、本新株予約権の行使の効力発生日の前日の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含まない。）（ただし、当該日の終値がない場合、直近の終値とする。）に相当する金額に修正される。本

号による行使価額の修正が適用される期間内に（注）２ ①ないし③で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正後行使価

額は、本要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

  

２ 行使価額の調整 

①当社は、本新株予約権の発行後、②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能

性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整する。 

  

②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。 

(イ)行使価額を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式を処分する

場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、調整後の行使価

額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当ての場合には、効力発生日）の翌日以降、また株主

への割当にかかる基準日（以下「株主割当日」という。）がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ロ)株式分割により当社普通株式を発行する場合には、調整後の行使価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用

する。 

(ハ)行使価額を下回る価額をもって当社普通株式の取得を当社に対して請求できる証券を発行または処分する場合、または行使価

額を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行もしくは処分する場合には、

調整後の行使価額は、発行または処分される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取得価額で取得されま

たは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（払込期間を定めた場合に

は、出資の履行をした日）（無償割当ての場合には、効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための株

主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ニ)行使価額を下回る対価をもって当社普通株式に交換される取得条項付株式その他の当社普通株式の交付がなされることの引換

えに当社に取得される証券（ただし、上記②(ハ)に該当するものを除く。）を発行する場合、調整後の行使価額は、発行された証券

の全てが、取得事由発生日時点での条件で当社普通株式に交換されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、

取得事由発生日の翌日以降これを適用する。 

(ホ)上記②(イ)ないし(ニ)の各取引において、当社普通株主のための権利の付与のための基準日が設定され、かつ、各取引の効力

の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記②(イ)ないし(ニ)にか

かわらず、調整後の行使価額は、当該承認の決議をした日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当

該承認の決議をした日までに行使請求をなしたものに対しては、調整後の行使価額の適用以降において次の算出方法により、当社普

通株式を追加交付する。 

  

  

  

この場合に1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

③上記②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

(イ)株式の併合、資本の減少、当社を承継会社とする吸収分割、当社を存続会社とする合併、当社を完全親会社とする株式交換の

ために行使価額の調整を必要とするとき。 

調整後 

行 使 

価 額 

  

調整前 

行 使 

価 額 

    

既発行 ＋ 

新発行 

・処分株式数 
  １株当たり 

の発行・処分価額 
  

×   

＝ × 
株式数 調整前行使価額   

既発行 
＋ 

新発行・処分株式数  

    株式数    

  

株式数 

  
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該期間内

に交付された株式数 

 

＝ 
 

  調整後行使価額     



(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

(ハ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価

につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

  

 



会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（注）１ 行使価額の修正 

①本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式1株あたりの出資される財産の価額(以下「行使価

額」という。) は、41,475円とする。ただし、行使価額は（注２）①ないし④に定めるところに従い調整されることがある。 

  

   ２ 行使価額の調整 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の
残高（千円） 

3,000,000 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の数（個） 48 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権を行使すること
（以下「行使」という。）によ
り当社が当社普通株式を新たに
発行またはこれに代えて当社の
有する当社普通株式を移転（以
下当社普通株式の発行または移
転を「交付」という。）する数
は、各行使請求に係る本社債の
発行価額総額を注１、２記載の
行使価額で除して得られる最大
整数とする。この場合に１株未
満の端数を生じたときはこれを
切り捨て、現金による調整は行
わない。 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
社債の額面金額と同様
（62,500,000円） 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月16日から
平成22年10月15日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  行使価額
(注１、２） 

資本組入額 行使価額の２分
の１以上の金額
とし、計算の結
果１円未満の単
数が生じる場合
はその端数を切
り上げた金額とす
る。 

 同左 

新株予約権の行使の条件 

①当社が本社債を繰上償還す

る場合（注３）には、償還日

の前銀行営業日の銀行営業時

間終了時以後、または当社が

本社債につき期限の利益を喪

失した場合（注４）には、期

限の利益の喪失日以降、本新

株予約権を行使することはで

きない。 

②本新株予約権の一部行使は

できないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債または本新株予約権の一
方のみを譲渡することはできな
い。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権 － － 



①当社は本新株予約権付社債の発行後、②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる

可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整する。 

②行使価額調整式により本新株予約権付社債の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

(イ)③(ロ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式

を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの及び本新株予約権付社債と同日付で発行される当社

の平成18年10月新株予約権（以下「ワラント」という。）を含む。）の行使による場合を除く。）には、調整後の行使価額は、払込

期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当の場合には、効力発生日）の翌日以降、また株主への割当にか

かる基準日（以下「株主割当日」という。）がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ロ)株式分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

(ハ)③(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の取得を当社に対して請求できる証券を発行または処分する場合、ま

たは③(ロ)に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行もしく

は処分する場合には、調整後の行使価額は、発行または処分される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の

取得価額で取得されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（払

込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当の場合には、効力発生日）の翌日以降これを適用する。 

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その翌日以降これを適用する。 

(ニ)③(ロ)に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式に交換される取得条項付株式その他の当社普通株式の交付がなされる

ことの引換えに当社に取得される証券（ただし、②(ハ)に該当するものを除く。）を発行する場合、調整後の行使価額は、発行され

た証券の全てが、取得事由発生日時点での条件で当社普通株式に交換されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するもの

とし、取得事由発生日の翌日以降これを適用する。 

(ホ)②(イ)ないし(ニ)の各取引において、当社普通株主のための権利の付与のための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発

生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本項第⑦号(イ)ないし(ニ)にか

かわらず、調整後の行使価額は、当該承認の決議をした日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当

該承認の決議をした日までに行使請求をなしたものに対しては、調整後の行使価額の適用以降において次の算出方法により、当社普

通株式を追加交付する。 

次の算出方法により、当社普通株式を追加交付する。 

③(イ)行使価額調整式の計算については、１円未満を切り上げる。 

(ロ)行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、②(ホ)の場合は当該基準日）に先立つ45取引日

目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の毎日

の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切り上げ

る。 

(ハ)行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株式割当日がない場合は、調整後の行使

価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数

とする。また、②(ホ)の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、株主割当日における当社の有する当社普通株

式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

(ニ)行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行わな

いこととする。ただし、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使

価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

④②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

(イ)株式の併合、資本の減少、当社を承継会社とする吸収分割、当社を存続会社とする合併、当社を完全親会社とする株式交換の

ために行使価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

(ハ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価

につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

  

調整後 

行使価額 

  
調整前 

行使価額 

    
＋ 
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額 

＝ 

  

× 

  

既発行株式数 調整前行使価額 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数   

株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） × 調整前行使価額により当該期間内に交付された株式数 

  調整後行使価額   



３ 本新株予約権付社債の社債権者は、その選択により、事前の書面による通知を当社に送付することにより、平成18年12月20日

午前９時以降、その保有する本社債の全部または一部を本社債額面金額で償還することを請求することができる。 

  

４ 本新株予約権付社債につき期限の利益を喪失した場合、本新株予約権付社債の社債権者は、その選択により、書面による通知

を当社に送付することにより、それまでの未払経過利息の支払いに加え、その保有する本社債の全部を本社債額面金額の115%で償還

することを請求することができる。 

  

  



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 自己株式の消却による減少であります。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年10月31日 
（注） 

△0.77 163,278 － 6,950,144 － 6,695,375



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

    ２ ムーンライトキャピタル㈱から、平成19年１月16日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により平成19年１月15

日現在で4,512株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としましては中間会計期間末時点における実質所有

株式の数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、ムーンライトキャピタル㈱の大量保

有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

        

  

 

    平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

吉 村 一 哉 兵庫県芦屋市 34,987 21.42 

日本マスタートラスト信託銀
行㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,075 5.55 

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 8,910 5.45 

石 井 明 雄 東京都町田市 2,778 1.70 

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,217 1.35 

池 田 俊 道 東京都北区 1,890 1.15 

㈱タカダインダストリー 東京都港区白金１丁目17－１ 1,550 0.94 

エイチエスビーシ―フアンド
サービシイズクライアンツア
カウント００６エルアイエム
テイー（常任代理人 香港上
海銀行東京支店） 

東京都中央区日本橋３丁目11－1 1,343 0.82 

ＳＢＩイー・トレンド証券㈱
自己融資口 

東京都港区六本木１丁目６－１ 1,300 0.79 

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー（常
任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務
室） 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 1,261 0.77 

計 － 65,311 39.99 

  日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 9,075株

  日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 2,217株

大量保有者 ムーンライトキャピタル㈱ 

住所 東京都千代田区内幸町一丁目１番１号 

保有株券等の数 4,512株 

株券等の保有割合 2.76％ 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が80株含まれております。また、「議決権の数」の

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数80個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」）におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はございません。 

 

    平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

－ － 
普通株式 14

完全議決権株式（その他） 普通株式 163,264 163,264 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 163,278 － － 

総株主の議決権 － 163,264 － 

    平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社クインラ
ンド 

神戸市東灘区向洋
町中６－９ 

14 － 14 0.0 

計 － 14 － 14 0.0 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 120,000 92,800 63,000 42,250 32,850 24,180 

最低（円） 50,700 55,500 34,000 28,000 17,700 14,330 



第５【経理の状況】 
  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）及び前

中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けており、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成

18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、会計監査人が交代したことに伴

い、新たに選任されたアクティブ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※２  11,694,834 3,521,632  7,153,219 

２ 受取手形及び売掛
金 

※５  9,914,390 6,744,146  5,693,614 

３ たな卸資産 ※２  8,465,582 5,334,126  5,436,227 

４ 営業貸付金    2,211,329 －  1,186,757 

５ 短期貸付金 ※２  2,444,731 3,557,058  6,100,656 

６ その他 ※４  2,959,157 2,659,832  3,679,369 

 貸倒引当金    △176,624 △730,580  △269,998 

流動資産合計    37,513,402 53.8 21,086,215 48.7  28,979,846 55.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１ 建物及び構築物 
※１ 
※２ 

3,441,814  2,870,775 3,341,816  

２ 機械装置及び運
搬具 

※１ 705,332  587,107 674,228  

３ 工具器具備品 ※１ 308,689  244,279 241,538  

４ 土地 ※２ 3,601,786  2,582,635 3,017,816  

５ 建設仮勘定   61,768  340,283 13,210  

６ リース資産 ※１ 3,183,316  － 3,450,670  

  リース資産処分
損引当金 

  △25,501 11,277,207 － 6,625,080 △21,359 10,717,921 

(2）無形固定資産       

１ 営業権   173,387  － 377,500  

２ 連結調整勘定   6,377,574  － 1,453,078  

３ のれん   －  800,036 －  

４ ソフトウェア   1,999,297  904,103 1,162,226  

５ その他   909,428 9,459,688 44,829 1,748,969 370,501 3,363,306 

(3）投資その他の資産       

１ 投資有価証券 ※２ 5,351,833  7,375,684 4,754,032  

２ 長期貸付金   226,653  158,607 237,044  

３ 長期前払費用   796,793  2,793,176 654,754  

４ 敷金・保証金 ※２ 2,628,970  1,885,297 1,784,591  

５ その他 ※２ 2,674,871  1,942,736 2,581,772  

 貸倒引当金   △190,702 11,488,419 △352,307 13,803,195 △348,061 9,664,134 

固定資産合計    32,225,315 46.2 22,177,245 51.3  23,745,362 45.0

資産合計    69,738,717 100.0 43,263,461 100.0  52,725,208 100.0

              



  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛
金 

※２  6,761,215 5,742,058  3,991,134 

２ 短期借入金 ※２  20,983,816 17,749,909  20,313,538 

３ 一年以内償還予定
社債 

※２  1,252,000 1,540,000  1,730,000 

４ 一年以内返済予定
長期借入金 

※２  4,368,665 2,160,820  3,723,839 

５ 未払法人税等    1,248,480 80,737  404,468 

６ 賞与引当金    74,828 85,406  169,652 

７ 返品調整引当金    － 281  － 

８ その他 ※４  3,049,216 2,011,711  1,856,054 

流動負債合計    37,738,223 54.1 29,370,925 67.9  32,188,687 61.0

Ⅱ 固定負債       

１ 社債 ※２  4,426,600 2,737,300  3,326,000 

２ 新株予約権付社債    － 3,000,000  － 

３ 長期借入金 ※２  7,188,192 2,367,334  6,807,898 

４ 退職給付引当金    117,485 111,203  74,899 

５ その他 ※２  3,026,946 1,629,348  1,747,922 

固定負債合計    14,759,223 21.2 9,845,186 22.8  11,956,720 22.7

負債合計    52,497,446 75.3 39,216,111 90.7  44,145,408 83.7

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    2,101,742 3.0 － －  － －

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    6,948,891 10.0 － －  － －

Ⅱ 資本剰余金    6,902,136 9.9 － －  － －

Ⅲ 利益剰余金    1,139,273 1.6 － －  － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   49,766 0.1 － －  － －

Ⅴ 為替換算調整勘定    103,560 0.1 － －  － －

Ⅵ 自己株式    △4,100 △0.0 － －  － －

資本合計    15,139,528 21.7 － －  － －

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   69,738,717 100.0 － －  － －

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 6,950,144 16.1  6,950,144 13.2

２ 資本剰余金    － － 6,903,175 16.0  6,903,389 13.1

３ 利益剰余金    － － △10,810,687 △25.1  △6,849,606 △13.0

４ 自己株式    － － △3,887 △0.0  △4,100 △0.0

株主資本合計    － － 3,038,745 7.0  6,999,826 13.3

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 359 0.0  17,428 0.0

２ 繰延ヘッジ損益    － － △14,805 △0.0  △10,763 △0.0

３ 為替換算調整勘定    － － 111,485 0.2  93,799 0.2

評価・換算差額等合
計 

   － － 97,039 0.2  100,465 0.2

 Ⅲ 新株予約権    － － 90,000 0.2  － －

Ⅳ 少数株主持分    － － 821,564 1.9  1,479,509 2.8

純資産合計    － － 4,047,349 9.3  8,579,800 16.3

負債純資産合計    － － 43,263,461 100.0  52,725,208 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  
 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    48,151,483 100.0 40,244,926 100.0  90,920,602 100.0

Ⅱ 売上原価    39,238,261 81.5 35,131,020 87.3  75,382,581 82.9

売上総利益    8,913,221 18.5 5,113,905 12.7  15,538,021 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  7,706,278 16.0 7,218,105 17.9  15,134,317 16.6

営業利益又は営業
損失（△） 

   1,206,943 2.5 △2,104,200 △5.2  403,704 0.5

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   51,367  102,237 167,486  

２ 受取配当金   2,233  2,010 8,201  

３ 受取手数料   3,907  3,339 7,282  

４ 為替差益   17,720  10,561 －  

５ 雑収入   96,041 171,271 0.4 134,477 252,625 0.6 207,834 390,804 0.4

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   304,610  272,667 641,840  

２ 社債発行費   82,672  70,503 99,793  

３ 新株発行費   66,164  － 68,007  

４ 貸倒引当金繰入額   6,674  515,369 21,069  

５ 支払手数料   42,347  7,081 88,712  

６ 持分法投資損失   157,342  166,767 224,989  

７ 雑損失   52,118 711,931 1.5 36,534 1,068,924 2.7 61,112 1,205,525 1.3

経常利益又は経常
損失（△） 

   666,283 1.4 △2,920,498 △7.3  △411,015 △0.4

        



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１ 固定資産売却益 ※２ 111,244  886 422,571  

２ 貸倒引当金戻入益   250,818  5,802 216,826  

３ 投資有価証券売却
益 

  －  260,220 82,973  

４ 関係会社株式売却
益 

  －  253,790 38,398  

５ 持分変動益   －  106,194 －  

６ 営業譲渡益   24,863  70,000 44,610  

７ その他   40,750 427,676 0.9 28,661 725,556 1.8 144,719 950,099 1.0

Ⅶ 特別損失       

１ たな卸資産評価損   －  43,243 226,743  

２ 固定資産除却損 ※３ 195,968  200,452 327,726  

３ 賃貸借契約解約損   39,535  18,514 67,099  

４ 買収関連費用   44,950  － 44,950  

５ ファイナンス関連
費用 

  －  245,000 －  

６ 投資有価証券評価
損 

  53,431  － 176,451  

７ 連結調整勘定償却
額 

  192,862  － 3,760,391  

８ 事業再編損失 ※４ －  1,387,029 －  

９ その他   236,862 763,611 1.6 177,516 2,071,756 5.1 3,875,103 8,478,465 9.3

税金等調整前中間
純利益又は中間
（当期）純損失
（△） 

   330,348 0.7 △4,266,698 △10.6  △7,939,381 △8.7

法人税、住民税及
び事業税 

  1,097,043  88,545 1,017,950  

過年度法人税等   －  △389,884 －  

法人税等調整額   △86,499 1,010,543 2.1 146,447 △154,891 △0.4 △140,014 877,935 1.0

少数株主損失    181,238 0.4 51,171 0.1  329,996 0.4

中間（当期）純損
失 

   498,956 △1.0 4,060,635 △10.1  8,487,321 △9.3

              



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円）

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    3,999,290

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 増資による新株の発
行 

  2,902,846 2,902,846

Ⅲ 資本剰余金中間期末残
高 

   6,902,136

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,757,087

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 持分法適用会社減少
に伴う増加高 

  23,934 

２ 連結子会社減少に伴
う増加高 

  1,699 25,633

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 中間純損失   498,956 

２ 配当金   114,490 

３ 役員賞与   30,000 643,447

Ⅳ 利益剰余金中間期末残
高 

   1,139,273

     



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年６月30日 残高（千円） 6,950,144 6,903,389 △6,849,606 △4,100 6,999,826

中間連結会計期間中の変動額   

連結子会社の減少による増加額 － － 99,554 － 99,554

中間純損失 － － △4,060,635 － △4,060,635

自己株式の消却 － △213 － 213 －

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ △213 △3,961,080 213 △3,961,080

平成18年12月31日 残高（千円） 6,950,144 6,903,175 △10,810,687 △3,887 3,038,745

  

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分 

純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年６月30日 残高（千円） 17,428 △10,763 93,799 100,465 － 1,479,509 8,579,800

中間連結会計期間中の変動額   

連結子会社の減少による増加額 － － － － － － 99,554

中間純損失 － － － － － － △4,060,635

自己株式の消却 － － － － － － －

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△17,068 △4,042 17,685 △3,425 90,000 △657,944 △571,370

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△17,068 △4,042 17,685 △3,425 90,000 △657,944 △4,532,451

平成18年12月31日 残高（千円） 359 △14,805 111,485 97,039 90,000 821,564 4,047,349



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高（千円） 4,046,009 3,999,290 1,757,087 △3,554 9,798,832

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 2,904,134 2,904,099 － － 5,808,234

剰余金の配当 － － △114,490 － △114,490

利益処分による役員賞与 － － △30,000 － △30,000

連結子会社の減少による増加額 － － 1,183 － 1,183

持分法適用会社の減少による増
加額 

－ － 23,934 － 23,934

当期純損失 － － 8,487,321 － 8,487,321

自己株式の取得 － － － △546 △546

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

2,904,134 2,904,099 △8,606,694 △546 △2,799,006

平成18年６月30日 残高（千円） 6,950,144 6,903,389 △6,849,606 △4,100 6,999,826

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成17年６月30日 残高（千円） △4,642 － △32,880 △37,522 1,118,814 10,880,124

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 － － － － － 5,808,234

剰余金の配当 － － － － － △114,490

利益処分による役員賞与 － － － － － △30,000

連結子会社の減少による増加額 － － － － － 1,183

持分法適用会社の減少による増
加額 

－ － － － － 23,934

当期純損失 － － － － － 8,487,321

自己株式の取得 － － － － － △546

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

22,071 △10,763 126,680 137,988 360,694 498,682

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

22,071 △10,763 126,680 137,988 360,694 △2,300,323

平成18年６月30日 残高（千円） 17,428 △10,763 93,799 100,465 1,479,509 8,579,800



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
 

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益又は中間（当
期）純損失（△） 

 330,348 △4,266,698 △7,939,381

減価償却費  1,414,570 473,793 2,950,894

連結調整勘定償却額  440,129 － 4,139,716

のれん償却額  － 43,054 －

貸倒引当金の増減額（△減少）  △134,348 536,262 △219,967

賞与引当金の減少額  △87,501 △82,462 －

退職給付引当金の増減額（△減少）  △44,692 △92,016 △86,550

受取利息及び受取配当金  △53,601 △104,247 △175,688

支払利息  304,610 272,667 641,840

持分法投資損失  157,342 166,767 224,989

為替差損益（△差益）  △17,720 △10,561 △26,902

社債発行費  82,672 70,503 99,793

新株発行費  66,164 － 68,007

たな卸資産評価損  － 43,243 226,743

関係会社株式売却損益  － △169,790 12,838

関係会社株式評価損  － － 1,121,722

投資有価証券売却益  － △344,220 △82,973

固定資産売却益  △111,244 △886 △422,571

固定資産除売却損  202,730 201,276 347,396

ソフトウェア評価損  － － 1,258,101

賃貸借契約解約損  39,535 18,514 67,099

買収関連費用  44,950 － 44,950



 

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

ファイナンス関連費用  － 245,000 －

事業再編損失  － 1,387,029 －

投資有価証券評価損  53,431 － 176,451

売上債権の増減額（△増加）  △1,524,337 △2,538,857 855,444

営業貸付金の増加額  △1,527,559 － △523,967

たな卸資産の増減額（△増加）  △1,597,368 △724,310 84,456

仕入債務の増加額  4,031,809 2,313,950 2,337,466

前渡金の増減額（△増加）  － △382,662 294,630

未払消費税等の増減額（△減少）  △96,850 35,741 △123,625

役員賞与の支払額  △30,000 － △30,000

その他  551,250 507,473 468,447

小計  2,494,321 △2,401,435 5,789,361

利息及び配当金の受取額  33,676 33,595 60,564

利息の支払額  △304,272 △244,307 △620,635

法人税等の支払額  △896,089 △38,179 △2,108,335

法人税等の還付額  － 449,102 195,937

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,327,636 △2,201,223 3,316,891



  
 

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △1,716,157 △298,153 △2,829,030

定期預金の払戻による収入  649,559 1,024,614 2,566,477

有形固定資産の取得による支出  △1,172,364 △789,246 △1,663,000

有形固定資産の売却による収入  1,648,271 221,448 2,575,540

リース資産の取得による支出  △818,944 － △1,469,786

リース資産の売却による収入  80,244 － 80,244

ソフトウェアの取得による支出  － △200,187 △1,496,371

ソフトウェア仮勘定の増減額（△増
加） 

 － △3,553 104,468

投資有価証券の取得による支出  △1,980,602 △4,280,201 △2,550,161

投資有価証券の売却による収入  155,462 1,078,087 1,294,921

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による支出 

 △1,720,788 － △1,839,089

子会社株式の取得による支出  △584,975 △1,500 △603,050

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による収入 

 8,612 － 8,612

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売
却による支出 

 △50,294 △62,302 △351,508

連結範囲の変更に伴う子会社株式の売
却による収入 

 － 1,305,007 29,996

関係会社株式の売却による収入  2,420 151,861 2,420

貸付による支出  △4,250,625 △2,036,819 △8,386,200

貸付金の回収による収入  3,721,571 6,464,985 4,102,082

営業譲渡による収入  － － 586,031

営業譲受による支出  － △111,837 △482,443

無形固定資産の取得による支出  △171,143 △981 －

無形固定資産の売却による収入  250,083 － －

長期前払費用の取得による支出  △500,417 △2,709,998 △662,303

敷金・保証金の差入による支出  △586,099 △168,523 △766,425

敷金・保証金の返還による収入  105,159 50,350 903,204

保険積立金の積立による支出  △345,577 － △339,093

保険積立金の解約による収入  － 100,616 －

その他  △184,884 △79,375 △250,213

投資活動によるキャッシュ・フロー  △7,461,486 △345,707 △11,434,675



  

  

  次へ 

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金純増減額（△減少）  5,106,460 △1,496,018 5,109,091

長期借入れによる収入  5,848,564 200,525 9,974,803

長期借入金の返済による支出  △4,184,099 △1,500,149 △8,445,962

社債の発行による収入  1,760,750 3,302,282 2,111,829

社債の償還による支出  △1,118,000 △4,150,000 △1,764,000

リース債権流動化の返済による支出  △2,133,866 － △3,834,235

株式の発行による収入  5,728 － 8,283

新株予約権付社債の発行による収入  988,377 2,991,313 988,377

新株予約権の発行による収入  － 90,000 －

少数株主に対する株式発行による収入  － 190,750 462,250

配当金の支払による支出  △101,384 △313 △101,844

自己株式の取得による支出  △546 － △546

その他  △66,164 1,218 △68,007

財務活動によるキャッシュ・フロー  6,105,818 △370,391 4,440,038

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △45,460 20,921 △6,283

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△減
少） 

 △73,490 △2,896,402 △3,684,029

Ⅵ 連結子会社減少に伴う現金及び現金
同等物の減少額 

 － － △31,680

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,370,792 5,655,082 9,370,792

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※１ 9,297,301 2,758,680 5,655,082

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

────── 当社及び当社グループは、当中間

連結会計期間において、2,104百万円

の営業損失を計上したほか、前連結

会計年度に引き続き大幅な中間純損

失を計上したことにより、一部のシ

ンジケートローン契約（平成18年６

月30日現在の対象となる契約残高

5,000,000千円）の財務制限条項（貸

借対照表注記参照）に抵触する事実

が発生しております。また、平成18

年12月31日現在700,000千円の手形借

入に関して猶予を受けております。 

 これらの状況により、当社及び当

社グループは継続企業の前提に重要

な疑義が存在しております。 

 当社及び当社グループは当該状況

を解消すべく、グループ会社の事業

の見直しを行い、自動車事業、娯楽

事業、住宅関連事業、金融事業の各

事業会社の売却を進めることで債務

の解消をする方針です。 

 この方針に則り、既に金融事業に

ついては平成18年８月中に売却を完

了しており、自動車事業、娯楽事業

につきましても順次売却を進めてま

いる所存です。自動車事業におきま

しては平成18年11月に「Eugene＆

Company㈱」、平成19年１月に「クイ

ンランド・カーズ㈱」のアピス神戸

事業及び「㈱ムーブ」を、住宅関連

事業におきましては平成18年12月に

「㈱リック」、平成19年２月に「㈱

わかたけ」を、それぞれ譲渡完了す

るなど、順調に進捗しております。 

今後におきましても、引き続き、

子会社株式やノンコア事業の譲渡、

投資有価証券や不動産などの資産売

却を進めてまいります。 

 さらに、当社の核であるＤＭＥＳ

事業に徹底して経営資源を集中する

ことにより収益性の更なる向上に取

り組んでおります。採算管理を徹底

し、赤字案件の整理を行うなど、確

実に利益の見込めるプロジェクトへ

の集中とそれによる生産性の向上に

取り組むことにより、財務体質の改

善をもって債務残高の圧縮を進めて

まいる所存であります。 

 また、財務制限条項に抵触する事

実等を踏まえた上で、金融機関との

継続的な取引の維持を前提に交渉を

進めております。 

当社及び当社グループは、当連結

会計年度において大幅な当期純損失

を計上したことにより、一部のシン

ジケートローン契約（平成18年６月

30日現在の対象となる契約残高

5,000,000千円）の財務制限条項に抵

触する事実が発生しております。 

 これらの状況により、当社及び当

社グループは継続企業の前提に重要

な疑義が存在しております。 

 当社及び当社グループは当該状況

を解消すべくグループ会社の事業の

見直しを行い、ＴＣＬＡ事業、娯楽

事業、住宅関連事業、金融事業の各

事業会社の売却を進めることで当該

債務の解消をする方針です。 

 この方針に則り、既に金融事業に

ついては平成18年８月に売却を完了

し、ＴＣＬＡ事業、娯楽事業につき

ましても特定の相手先企業への売却

を予定しており、順調に進捗してお

ります。 

 さらに、当社の核であるＤＭＥＳ

事業に徹底して経営資源を集中する

ことにより収益性の更なる向上を果

たし、財務体質の改善をもって債務

残高の圧縮を進めてまいる所存であ

ります。 

また、財務制限条項に抵触する事実

を踏まえた上で、シンジケート団と

の継続的な取引の維持を前提に交渉

を進めております。 

 連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

   具体的には、平成19年３月13日開

催の取締役会において、各金融機関

との間で、借入金の返済スケジュー

ルを変更する旨の特定調停の申し立

てを行うことを決議し、同日に特定

調停を踏まえて金融機関との協議を

開始しております。 

 なお、金融機関との協議が計画ど

おり進展しない場合には、当社及び

当社グループの経営に重大な影響を

与える可能性があります。 

 しかし当該協議につきましては、

借入金返済のリスケジュールをお願

いするものであり、債権放棄を伴う

金融支援をお願いするものではない

こと、また弁済計画については中立

的なアドバイザーを登用し、当社へ

の厳格なデューデリジェンスを行っ

た結果を踏まえて策定したものであ

ることから、金融機関の一定の理解

を得、期限の利益を確保できるもの

と確信しております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 ①連結子会社の数 29社 ①連結子会社の数 11社 ①連結子会社の数 16社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  アピス神戸㈱ 

㈱サンク 

㈱ザウスコミュニケーションズ 

㈱リック 

新アレーゼ名古屋㈱ 

㈱ノイマン 

㈱ジップ 

㈱ＤＭＥＳ 

㈱ＴＣＬＡ 

㈱クインランドキャピタル 

㈱明響社 

㈱ウェブベース 

㈱アクト 

㈲ビッグウエスト 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

㈱シーウエスト 

㈱ジーティネット 

㈱ムーブ 

㈱わかたけ 

近鉄モータース㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ 

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

㈱Ｇ―ｆａｒｍ 

㈱ムーンフェイス 

㈱トリプルエス 

㈱ティーネット 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

㈱ＡＣＬＡ 

クインランド・ピクセン有限責

任事業組合 

 当中間連結会計期間に新たに

増加した連結子会社８社は、以

下のとおりであります。 

㈱Ｇ―ｆａｒｍ 

㈱ムーンフェイス 

㈱トリプルエス 

㈱ティーネット 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

㈱ＡＣＬＡ 

クインランド・ピクセン有限責

任事業組合 

㈱セビアン 

㈱ザウスコミュニケーションズ 

㈱ノイマン 

㈱ＴＣＬＡ 

㈱ＮＥＳＴＡＧＥ 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

㈱ムーブ 

㈱わかたけ 

クインランド・カーズ㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ  

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

㈱ＡＣＬＡ 

㈱クインランドキャピタルは

当中間連結会計期間において、

㈱クインランドキャピタルの株

式の一部を売却したため、平成

18年８月７日付で連結子会社か

ら除外いたしました。 

㈱トリプルエスは、当中間連

結会計期間において、第三者割

当増資により当社持分割合が低

下したため、平成18年９月１日

付で連結子会社から除外いたし

ました。 

臭気判定キット販売有限責任

事業組合は、当中間連結会計期

間において、臭気判定キット販

売有限責任事業組合の出資持分

の全部を売却したため、平成18

年10月31日付で連結子会社から

除外いたしました。 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎ

ｙ㈱は、当中間連結会計期間に

おいて、Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍ

ｐａｎｙ㈱の株式の一部を売却

したため、平成18年11月30日付

で連結子会社から除外いたしま

した。 

㈱リックは当中間連結会計期

間において、㈱リックの株式の

全部を売却したため、平成18年

12月８日付で連結子会社から除

外いたしました。 

  

㈱ザウスコミュニケーションズ 

㈱リック 

㈱ノイマン 

㈱ＴＣＬＡ 

㈱クインランドキャピタル 

㈱ＮＥＳＴＡＧＥ 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

㈱ムーブ 

㈱わかたけ 

クインランド・カーズ㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ  

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

㈱トリプルエス 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

㈱ＡＣＬＡ 

臭気判定キット販売有限責任事

業組合 

当連結会計年度に新たに増

加した連結子会社８社は、以

下のとおりであります。 

㈱Ｇ―ｆａｒｍ 

㈱ムーンフェイス 

㈱トリプルエス 

㈱ティーネット 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

㈱ＡＣＬＡ 

臭気判定キット販売有限責任事

業組合 

㈱セビアン 

㈱ザウスと㈱ザウスコミュニ

ケーションズは平成17年10月１

日に㈱ザウスを存続会社とし

て、合併しております。 

また、㈱ザウスは㈱ザウスコ

ミュニケーションズに社名変更

いたしました。 

プレミア・モータース㈱は平

成17年８月25日にクラッセオー

ト㈱に商号変更いたしました。 

  



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

  ㈱ザウスと㈱ザウスコミュニ

ケーションズは平成17年10月１

日に㈱ザウスを存続会社とし

て、合併しております。 

また、㈱ザウスは㈱ザウスコ

ミュニケーションズに社名変更

いたしました。 

プレミア・モータース㈱は平

成17年８月25日にクラッセオー

ト㈱に商号変更いたしました。 

ブリレジャパン㈱とその子会

社である㈱セビアンは、当中間

連結会計期間において、ブリレ

ジャパン株式の一部を売却した

ため、平成17年９月30日付で連

結子会社から除外いたしまし

た。 

  ブリレジャパン㈱とその子会

社である㈱セビアンは、当連結

会計年度において、ブリレジャ

パン㈱の株式の一部を売却した

ため、平成17年９月30日付で連

結子会社から除外いたしまし

た。 

㈱ジップは当連結会計年度に

おいて㈱ジップの株式の全部を

売却したため、平成18年３月28

日付で連結子会社から除外いた

しました。 

㈱ジーティネットとその子会

社である㈱シーウエスト、㈱ム

ーンフェイスは、当連結会計年

度において、㈱ジーティネット

の株式を売却したため、平成18

年３月31日付で連結子会社から

除外いたしました。 

㈱ＮＥＳＴＡＧＥは当連結会

計年度において子会社である㈱

ウェブベースの株式の全部を売

却したため、平成18年６月27日

付で㈱ウェブベースを連結子会

社から除外いたしました。 

㈱ティーネットは、当連結会

計年度において、㈱ティーネッ

トの株式の一部を売却したた

め、平成18年６月30日付で連結

子会社から除外いたしました。 

㈱Ｇ―ｆａｒｍ及び㈲ビッグ

ウエストは当連結会計年度にお

いて清算手続きを開始したため

㈲ビッグウエストは平成18年１

月31日付で、㈱Ｇ―ｆａｒｍは

平成18年６月30日付で連結子会

社から除外いたしました。 

近鉄モータース㈱とアピス神

戸㈱並びに新アレーゼ名古屋㈱

は平成18年４月１日に近鉄モー

タース㈱を存続会社として、合

併しております。 

また、近鉄モータース㈱はク

インランド・カーズ㈱に社名変

更いたしました。 

㈱ＴＣＬＡと㈱サンクは平成

18年４月１日に㈱ＴＣＬＡを存

続会社として、合併しておりま

す。 

  



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

      ㈱明響社と㈱アクトは平成18

年２月１日に㈱明響社を存続会

社として合併しております。 

また㈱明響社は㈱ＮＥＳＴＡ

ＧＥに社名変更いたしました。 

クインランド・ピクセン有限

責任事業組合は平成18年２月24

日に臭気判定キット販売有限責

任事業組合に社名変更しており

ます。 

㈱ＤＭＥＳと当社は平成18年

６月１日に当社を存続会社とし

て合併しております。 

  

   ②非連結子会社の数 ３社  ②非連結子会社の数 １社 ②非連結子会社の数 １社 

  非連結子会社の名称 非連結子会社の名称 非連結子会社の名称 

  彩都メディアラボ㈱ 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ. 

Ｃ－Ｗest Style Inc. 

 彩都メディアラボ㈱につきま

しては、当社による財務及び営

業又は事業の方針を決定する機

関に対する支配が一時的と認め

られるため連結の範囲から除外

しております。 

 また、ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.

Ｓ.Ａ.ＣＯ.及びＣ－Ｗest 

Style Inc.につきましては、

いずれも小規模であり、合計

の総資産、売上高、連結純損

益及び利益剰余金等の中間連

結財務諸表に及ぼす影響は軽

微であります。 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ. 

 ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.

ＣＯ.につきましては、小規模

であり、合計の総資産、売上

高、連結純損益及び利益剰余

金等の中間連結財務諸表に及

ぼす影響は軽微であります。 

  

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ. 

彩都メディアラボ㈱につきま

しては、当社による財務及び営

業又は事業の方針を決定する機

関に対する支配が実質的に認め

られなくなったため非連結子会

社の範囲から除外し、持分法を

適用しております。 

Ｃ－Ｗest Style Inc.につき

ましては 当連結会計年度にお

いて㈱ジーティネットの株式を

売却したため、平成18年３月31

日付で非連結子会社の範囲から

除外しております。 

 また、ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.

Ｓ.Ａ.ＣＯ.につきましては、

小規模であり、合計の総資

産、売上高、連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響は

軽微であります。 

  



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

２ 持分法の適用に関する事

項 

①持分法適用の非連結子会社の数 ①持分法適用の非連結子会社の数 ①持分法適用の非連結子会社の数 

１社 なし 同左 

  非連結子会社の名称 非連結子会社の名称 非連結子会社の名称 

  彩都メディアラボ㈱ なし 同左 

  ②持分法適用の関連会社の数 ②持分法適用の関連会社の数 ②持分法適用の関連会社の数 

   ６社  ８社  ８社 

  関連会社の名称 関連会社の名称 関連会社の名称 

  チェッカーモータース㈱ 

上海協通二手机動車経営有限公

司 

Ｎｅｔ研究所㈱ 

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ 

ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱ 

㈱アルタイル 

㈱ベガ・ソリューションズ 

 当中間連結会計期間において

株式または出資持分を取得した

会社は以下のとおりでありま

す。 

㈱アルタイル 

㈱ベガ・ソリューションズ 

 なお、㈱ビジャストについて

は、当中間連結会計期間におい

て、株式の一部を売却したた

め、平成17年９月30日付で持分

法適用の関連会社から除外いた

しました。 

また、㈲Ｍｕｓｔ・ｂｅにつ

いては、当中間連結会計期間に

おいて、影響力基準により持分

法適用の関連会社から除外いた

しました。 

上海協通二手机動車経営有限公

司 

Ｎｅｔ研究所㈱ 

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ 

ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱ 

㈱アルタイル 

㈱ベガ・ソリューションズ 

㈱ティーネット 

彩都メディアラボ㈱ 

㈱トリプルエス 

なお、チェッカーモーター

ス㈱は、当中間連結会計期間

において株式の全部を売却し

たため、平成18年11月29日付

で持分法適用の関連会社から

除外いたしました。 

また、㈱トリプルエスは、

当中間連結会計期間において

第三者割当増資により当社持

分割合が低下したため、平成

18年９月１日付で持分法適用

の関連会社に含めることとい

たしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

チェッカーモータース㈱ 

上海協通二手机動車経営有限公

司 

Ｎｅｔ研究所㈱ 

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ 

ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱ 

㈱アルタイル 

㈱ベガ・ソリューションズ 

㈱ティーネット 

彩都メディアラボ㈱ 

当連結会計年度において株式

または出資持分を取得した会社

は以下のとおりであります。 

㈱アルタイル 

㈱ベガ・ソリューションズ 

   なお、㈱ビジャストについて

は、当連結会計年度において、

株式の一部を売却したため、平

成17年９月30日付で持分法適用

の関連会社から除外いたしまし

た。 

㈲Ｍｕｓｔ・ｂｅについて

は、当連結会計年度において、

影響力基準により平成17年７月

１日付で持分法適用の関連会社

から除外いたしました。 

また、㈱ティーネットにつ

いては 当連結会計年度にお

いて株式の一部を売却したた

め、平成18年６月30日付で持

分法適用の関連会社に含める

ことといたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

  ③ 持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社の名称 

③ 持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社の名称 

③ 持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社の名称 

  ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ.（非連結子会社） 

Ｃ－Ｗest Style Inc. （非連

結子会社） 

㈱Ｅ＆Ｇアカデミー（関連会

社） 

なお、㈱オーエス・パーキン

グについては、当中間連結会計

期間において、株式の一部を売

却したため、持分法非適用の関

連会社から除外いたしました。 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ.（非連結子会社） 

なお、㈱Ｅ＆Ｇアカデミーに

ついては、当中間連結会計期間

において、㈱リックの株式の全

部を売却したため、平成18年12

月８日付で持分法非適用の関連

会社から除外いたしました。 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ.Ｓ.Ａ.Ｃ

Ｏ.（非連結子会社） 

㈱Ｅ＆Ｇアカデミー（関連会

社） 

なお、㈱オーエス・パーキン

グについては、当連結会計年度

において、株式を売却したた

め、平成17年８月31日付で持分

法非適用の関連会社から除外い

たしました。 

  ④ 持分法を適用しない理由 ④ 持分法を適用しない理由 ④ 持分法を適用しない理由 

  持分法非適用非連結子会社及

び関連会社は、中間連結純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

同左 持分法非適用非連結子会社及

び関連会社は、連結純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

  ⑤ 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

決算日又は直近決算日の財務諸

表を使用し、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引

については連結上必要な調整を

行っております。 

 ただし、Ｎｅｔ研究所㈱及び

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ 

ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱並びに

㈱アルタイルについては、中間

連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

⑤ 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

決算日又は直近決算日の財務諸

表を使用し、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引

については連結上必要な調整を

行っております。 

 ただし、Ｎｅｔ研究所㈱及び

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ 

ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱並びに

㈱アルタイル、㈱ティーネッ

ト、㈱トリプルエスについて

は、中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

⑤ 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

  ただし、Ｎｅｔ研究所㈱及び

ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ＆ＣＯ

ＮＳＵＬＴＡＮＴ㈱並びに㈱ア

ルタイル、㈱ティーネットにつ

いては、連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

  



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日） 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

中間連結財務諸表の作成に当た

って、以下の連結子会社につい

ては中間連結決算日における正

規の決算に準ずる決算に基づく

中間財務諸表を使用しておりま

す。 

近鉄モータース㈱ 

㈱シーウエスト 

 ㈱ジーティネット 

 ㈱ムーブ 

㈱わかたけ 

  ㈱アクト 

㈲ビッグウエスト 

㈱ジップ 

㈱明響社 

㈱ウェブベース 

ブリレジャパン㈱ 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ 

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

㈱トリプルエス 

㈱ティーネット 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

クインランド・ピクセン有限責

任事業組合 

 上記以外の連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日と一

致しております。 

 なお、㈱わかたけの決算日を

３月31日から12月31日に変更し

ております。  

中間連結財務諸表の作成に当た

って、以下の連結子会社につい

ては中間連結決算日における正

規の決算に準ずる決算に基づく

中間財務諸表を使用しておりま

す。 

クインランド・カーズ㈱ 

㈱ムーブ 

㈱ＮＥＳＴＡＧＥ 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ 

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

 上記以外の連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日と一

致しております。 

  

連結財務諸表の作成に当たっ

て、以下の連結子会社について

は連結決算日における正規の決

算に準ずる決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

クインランド・カーズ㈱ 

㈱ムーブ 

㈱ＮＥＳＴＡＧＥ 

オートキューブ㈱ 

クラッセオート㈱ 

ＡＳＩＡＮ ＤＩＧＩＴＡＬ 

ＮＥＴＷＯＲＫＳ㈱ 

㈱トリプルエス 

Ｅｕｇｅｎｅ＆Ｃｏｍｐａｎｙ

㈱ 

臭気判定キット販売有限責任事

業組合 

上記以外の連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日と一

致しております。 

  



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  （時価のあるもの） （時価のあるもの） （時価のあるもの） 

   中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  （時価のないもの） （時価のないもの） （時価のないもの） 

   移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合

への出資については、組合契約

に規定される決算日ごとに、持

分相当額を純額で取込む方法に

よっております。 

同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  商品 商品 商品 

     主として 

ア．自動車 

主として 

ア.自動車 

主として個別法による原価法 

      個別法による原価法     同左   

     イ．ＣＤ、ゲームソフト イ.ＣＤ、ゲームソフト   

      総平均法による原価法     同左   

  販売用不動産 販売用不動産 販売用不動産 

  個別法による原価法 同左 同左 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

  主として個別法による原価

法 

同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

    主として最終仕入原価法 同左 同左 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

ア．リース資産 ア．リース資産 ア．リース資産 

リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の見積処分価額

を残存価額とする定額法を採用

しております。 

─────── リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の見積処分価額

を残存価額とする定額法を採用

しております。 

  イ.その他の有形固定資産 イ.その他の有形固定資産 イ.その他の有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）及び新車販売を営

む連結子会社の車両運搬具につ

いては、定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ２～13年 

工具器具備品    ２～20年 

同左 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）及び新車販売を営

む連結子会社の車両運搬具につ

いては、定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ２～13年 

工具器具備品    ２～15年 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  ア．リース資産 ア．リース資産 ア．リース資産 

  リース資産を償却期間とし、リー

ス期間満了時の見積処分価額を残

存価額とする定額法を採用してお

ります。 

─────── リース資産を償却期間とし、リー

ス期間満了時の見積処分価額を残

存価額とする定額法を採用してお

ります。 

  イ．その他の無形固定資産 イ．その他の無形固定資産 イ．その他の無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（３～５年）、市場販売目

的のソフトウェアについては見込

販売期間（３年）に基づく定額法

を採用しております。 

同左 同左 

  ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 同左 同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   連結子会社12社は従業員に対

して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

 連結子会社４社は従業員に対

して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

連結子会社９社は従業員に対

して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当

連結会計年度負担額を計上して

おります。 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

  連結子会社９社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

会計基準変更時差異（419,858

千円）については15年による均

等額を費用処理する方針を採用

しております。 

連結子会社３社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

会計基準変更時差異（当中間連

結会計期間末現在の未処理額

198,448千円）については15年

による均等額を費用処理する方

針を採用しております。 

連結子会社７社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、計上してお

ります。 

会計基準変更時差異（419,858 

千円）については15年による均

等額を費用処理する方針を採用

しております。 

  ④ 返品調整引当金 ④ 返品調整引当金 ④ 返品調整引当金 

  ───────   連結子会社１社は出版物の返

品による損失に備えるため、一

定期間の売上高に返品実績率及

び売買利益率を乗じて算出した

損失見込額を計上しておりま

す。 

─────── 

───────  （追加情報） 

 連結子会社１社は新たにロボ

ット事業を開始しロボット専門

誌を出版したことに伴い、当該

出版物の返品による損失に備え

るため、一定期間の売上高に返

品実績率及び売買利益率を乗じ

て算出した損失見込額を返品調

整引当金として計上しておりま

す。 

─────── 

  ⑤ リース資産処分損引当金 ⑤ リース資産処分損引当金 ⑤ リース資産処分損引当金 

  リース資産の処分損失に備える

ため、リース資産の処分損失見積

額を計上しております。 

─────── リース資産の処分損失に備える

ため、リース資産の処分損失見積

額を計上しております。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(4）重要な外貨建の資産又 外貨建金銭債権債務は、中間 外貨建金銭債権債務は、中間 外貨建金銭債権債務は、連結



  

  

  次へ 

は負債の本邦通貨への換算

基準 

連結決算日の直物為替相場に

より円換算しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は、在外

子会社等の中間決算日の直物為

替相場により円換算し、為替差

額は、少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

連結決算日の直物為替相場に

より円換算しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は、在外

子会社等の中間決算日の直物為

替相場により円換算し、為替差

額は、純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。 

決算日の直物為替相場により

円換算しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債並び

に収益及び費用は、在外子会社

等の決算日の直物為替相場によ

り円換算し、為替差額は、純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

借手としてのリース及び貸手と

してのリース双方の場合におい

て、リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

借手としてのリース及び貸手と

してのリース双方の場合におい

て、リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務に

ついて振当処理を、特例処理の

要件を満たす金利スワップ及び

金利キャップについては特例処

理を行っております。 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、特例処理の要件

を満たす金利スワップについて

は特例処理を行っております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
  

  

 ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約取引   外貨建金銭債権
債務 

金利スワップ
取引 

  借入金 

金利キャップ
取引 

  借入金 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ

取引 
  借入金 
  

  
  

    

  
  

    

同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  為替相場の変動リスク及び金

利変動リスクを管理する目的で

為替予約取引、金利スワップ取

引及び金利キャップ取引を行っ

ております。これらの取引は、

実需の範囲内でのみ行い、投機

目的の取引は行わない方針であ

ります。 

金利変動リスクを管理する目

的で金利スワップ取引を行って

おります。これらの取引は、実

需の範囲内でのみ行い、投機目

的の取引は行わない方針であり

ます。 

同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計または相場変動を

比較し、その変動額を比較し、

その変動額の比率によって有効

性を評価しております。 

  ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を比較し、その変

動額を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価してお

ります。 

  ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

同左 

(7）消費税等の会計処理方

法 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

  

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資としております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ─────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  当連結会計年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

（役員賞与に関する会計基準） ─────── （役員賞与に関する会計基準） 

会社法（平成17年法律第86号）

が平成18年５月を目途に施行され

ることが見込まれるため、当中間

連結会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

  当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

  



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

─────── ─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

    当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は7,111,054千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  ─────── （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

      当連結会計年度より、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

第１号 平成14年２月21日）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第２号 平成14

年２月21日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

─────── （ポータル事業部における会計処理

方法） 

─────── 

   ネット広告事業部において前連結

会計年度中に開発作業が一旦終了

し、当中間連結会計期間より販売促

進活動、広告宣伝活動及び保守作業

等が主たる営業内容となったことに

伴い、前連結会計年度まで製造原価

計算により売上原価としていた費用

を販売費及び一般管理費として計上

しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合と比べて当中間連結会計期間の売

上原価が444,738千円減少し、売上総

利益、販売費及び一般管理費が、そ

れぞれ同額増加しております。 

  



表示方法の変更 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） （中間連結貸借対照表） 

1. 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「賞与引当金の増減額（△減少）」は、重要性が

増したため、当中間連結会計期間において区分掲記し

ております。なお、前中間連結会計期間の営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりま

した「賞与引当金の増減額（△減少）」は、69,273千

円であります。 

１. 当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸

表規則を適用し、前中間連結会計期間における「営業

権」及び「連結調整勘定」は「のれん」として表示し

ております。 

2. 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「持分法投資損益（△利益）」は、重要性が増し

たため、当中間連結会計期間において区分掲記してお

ります。なお、前中間連結会計期間の営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めておりました

「持分法投資損益（△利益）」は、△6,494千円であ

ります。 

（中間連結損益計算書） 

１. 「投資有価証券売却益」は、前中間連結会計期間

は、特別利益の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間において、特別利益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券

売却益」の金額は791千円であります。 

3. 前中間連結会計期間において、投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「保険積立金の積立による支出」は、重要性が増

したため、当中間連結会計期間において区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の投資活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし

た「保険積立金の積立による支出」は、△40,581千円

であります。 

２. 「関係会社株式売却益」は、前中間連結会計期間

は、特別利益の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間において、特別利益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前中間連結会計期間における「関係会社株式

売却益」の金額は2,082千円であります。 

  ３. 「持分変動益」は、前中間連結会計期間は、特別利

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間において、特別利益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前中間連結会計期間における「持分変動益」

の金額は14,300千円であります。 

  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１. 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償

却額」として掲記されていたものは、当中間連結会計

期間から「のれん償却額」と表示しております。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間における税金

費用については、従来簡便法により

計算しておりましたが、税金費用を

より合理的に配分するために、当中

間連結会計期間より原則法に変更し

ております。なお、この変更による

影響は軽微であります。 

───── ───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  
 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

10,920,838千円 2,833,383千円 11,301,375千円 

※２ 担保に提供している資産 ※２ 担保に提供している資産 ※２ 担保に提供している資産 
  
定期預金 2,333,969千円

たな卸資産 275,870千円

建物及び構築物 1,390,401千円

土地 3,443,885千円

投資有価証券 145,453千円

長期性預金 700,000千円

敷金・保証金 50,000千円

計 8,339,581千円

  
定期預金 450,184千円

たな卸資産 193,430千円

建物及び構築物 926,210千円

土地 2,510,620千円

投資有価証券 388,251千円

短期貸付金 909,000千円

その他 700,000千円

計 6,077,697千円

定期預金 1,722,569千円

たな卸資産 197,628千円

建物及び構築物 961,070千円

土地 2,488,120千円

投資有価証券 401,975千円

その他 700,000千円

 計 6,471,364千円

   

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 
  
短期借入金 7,172,408千円

一年以内返済予定長期
借入金 

1,271,209千円

一年以内償還予定社債 420,000千円

長期借入金 4,233,626千円

社債 1,140,000千円

その他 155,272千円

計 14,392,516千円

  
短期借入金 10,193,000千円

一年以内返済予定長期
借入金 

711,764千円

一年以内償還予定社債 530,000千円

長期借入金 1,306,541千円

社債 635,000千円

その他 834,382千円

計 14,210,688千円

短期借入金 8,361,102千円

一年以内返済予定長期
借入金 

637,019千円

一年以内償還予定社債   770,000千円

長期借入金 996,139千円

社債 830,000千円

その他 140,642千円

計 11,734,903千円

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

下記取引先の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

下記の会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

下記関連会社等の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

  
㈱ナカミツモータース 200,000千円

  
㈱モアグッドタイム 150,000千円 ㈱モアグッドタイム 30,000千円

㈱ジーティネット 60,000千円

ブリレジャパン㈱ 100,000千円

㈱セビアン 30,000千円

計 220,000千円

  下記の関係会社等の営業取引に対し、債務
保証を行っております。 

下記会社の営業取引に対し、債務保証を行っ
ております。 

    ㈱アルタイル        83,977千円    ㈱アルタイル      90,642千円 

    でんフードサービス㈱    20,501千円    （持分法適用会社） 

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い ※４     ───── 

仮払消費税等と仮受消費税等とを相殺し

た残額を流動資産の「その他」及び流動負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

同左   

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 ※５    ─────── ※５     ───── 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当連結会計期間

末日は金融機関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれております。 

   受取手形        29,282千円 

   



 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

 ６ 当座貸越契約及び貸出コミットメント  ６ 当座貸越契約及び貸出コミットメント  ６ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は、次のとおりで

あります。 

 当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は、次のとおりで

あります。 

 当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は、次のとおりで

あります。 
  

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

14,651,400千円

借入実行残高 13,918,350千円

差引額 733,050千円

  
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

9,807,369千円

借入実行残高 9,761,201千円

差引額 46,167千円

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

16,205,042千円

借入実行残高 15,193,307千円

差引額 1,011,735千円

 (注)上記のうち下記の契約について財務

制限条項がついており、内容は以下のとお

りであります。 

(１)平成17年２月14日に締結したシンジケー

トローン契約(借入枠3,000,000千円、借入

実行額3,000,000千円)には、下記の財務制

限条項がついており、下記の条項に抵触し

た場合、多数貸付人の請求に基づくエージ

ェントの借入人に対する通知により、契約

上の全ての債務について期限の利益を失

い、直ちに借入金及び利息を支払うことに

なっております。 

 ①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

を、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成16年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を

3.0以下にそれぞれ維持すること。 

(注) 上記のうち下記の契約について、財務

制限条項がついており、内容は以下のと

おりであります。 

（１）平成18年１月25日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,300,000千円、借

入実行額 2,300,000千円）には、下記の財

務制限条項がついており、下記の条項に抵

触した場合、多数貸付人の請求に基づくエ

ージェントの借入人に対する通知により、

契約上の全ての債務について期限の利益を

失い、直ちに借入金及び利息を支払うこと

になっております。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

が、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成17年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を2.5

以下にそれぞれ維持すること。 

(注) 上記のうち下記の契約について、財務

制限条項がついており、内容は以下のと

おりであります。 

（１）平成17年９月14日に締結した相対型コ

ミットメントライン契約（借入枠500,000

千円、借入実行額500,000千円）には、下

記の財務制限条項がついており、下記の条

項に抵触した場合には、期限の利益を喪失

し、直ちに借入金及び利息を支払うことに

なっております。 

 ①各決算期の末日における連結及び単体

の貸借対照表における純資産額を、前年

比75％以上に維持すること。 

②各決算期の末日における連結及び単体

の損益計算書に示される経常損益が平成

16年６月期以降の決算期につき、２期連

続して損失とならないようにすること。 

（２）平成17年11月25日に締結したコミット

メントライン契約（借入枠300,000千

円、借入実行額300,000千円）には、下

記の財務制限条項がついており、下記の

条項に抵触した場合にはその後の新規取

引の停止、極度額の減額又は契約の解除

がなされる場合には期限の利益を喪失

し、直ちに借入金及び利息を支払うこと

になっております。 

①各決算期の末日おける連結の貸借対

照表における資本の部の金額が、前年

同期比90％以下とならないこと。 

②各決算期及び中間決算期における単体

及び連結の営業損益及び経常損益に関し

て、それぞれ２半期連続して損失を計上

しないこと。 



  
 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

(２)平成17年９月14日に締結した相対型コ

ミットメントライン契約(借入枠500,000千

円、借入実行額500,000千円)には、下記の

財務制限条項がついており、下記の条項に

抵触した場合には、期限の利益を喪失し、

直ちに借入金及び利息を支払うことになっ

ております。 

①各決算期の末日における連結及び単体の

貸借対照表における純資産額を、前年比

75％以上に維持すること。 

②各決算期の末日における連結及び単体の

損益計算書に示される経常損益が平成16年

６月期以降の決算期につき、２期連続して

損失とならないようにすること。 

(３)平成17年11月25日に締結したコミット

メントライン契約(借入枠300,000千円、借

入実行額300,000千円)には、下記の制限条

項がついており、下記の条項に抵触した場

合にはその後の新規取引の停止、極度額の

減額又は契約の解除がなされる可能性があ

り、契約が解除された場合には期限の利益

を喪失し、直ちに借入金及び利息を支払う

ことになっております。 

①各決算期の末日における連結の貸借対照

表における資本の部の金額が、前年同期比

90％以下とならないこと。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

（２）平成18年２月10日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,700,000千円、借

入実行額2,700,000千円）には、下記の財務

制限条項がついており、下記の条項に抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエー

ジェントの借入人に対する通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失

い、直ちに借入金及び利息を支払うことに

なっております。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

が、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成17年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を

2.5以下にそれぞれ維持すること。 

（３）平成18年１月25日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,300,000千円、借

入実行額 2,300,000千円）には、下記の財

務制限条項がついており、下記の条項に抵

触した場合、多数貸付人の請求に基づくエ

ージェントの借入人に対する通知により、

契約上の全ての債務について期限の利益を

失い、直ちに借入金及び利息を支払うこと

になっております。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

が、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成17年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を

2.5以下にそれぞれ維持すること。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

    （４）平成18年２月10日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,700,000千円、借

入実行額2,700,000千円）には、下記の財務

制限条項がついており、下記の条項に抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエー

ジェントの借入人に対する通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失

い、直ちに借入金及び利息を支払うことに

なっております。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

が、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成17年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を

2.5以下にそれぞれ維持すること。 



（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
  

給料手当 2,297,063千円

地代家賃 616,170千円

業務委託料 377,846千円

減価償却費 504,869千円

役員報酬 339,628千円

  
給料手当 2,066,703千円

地代家賃 607,994千円

業務委託料 387,723千円

減価償却費 336,574千円

役員報酬 250,453千円

給料手当 4,504,382千円

地代家賃 1,272,613千円

業務委託料 790,140千円

減価償却費 1,036,735千円

役員報酬 683,630千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳の内訳は次のと

おりであります。 

  

土地・建物 106,124千円

車両運搬具 4,930千円

その他 188千円

 計 111,244千円

車両運搬具 886千円

 計 886千円

建物及び構築物 1,207千円

工具器具備品 49千円

車両運搬具 7,602千円

その他 413,713千円

 計 422,571千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 
  

  

ソフトウェア 149,633千円

その他 46,335千円

計 195,968千円

  

  

建物及び構築物 140,234千円

機械装置及び運搬具 43,257千円

工具器具備品 16,961千円

 計 200,452千円

   

建物及び構築物 52,040千円

工具器具備品 23,629千円

車両運搬具 5,086千円

ソフトウェア 245,223千円

特許権 1,746千円

 計 327,726千円

   

※４     ────── ※４ 事業再編損失の内訳は次のとおりであ

ります。 

※４      ────── 

  
  

子会社売却関連費用 329,808千円

事業撤退遅延損失 189,212千円

プロジェクト中止損失 478,327千円

退職関連費用 188,485千円

役員保険解約損失 187,821千円

リース契約解約損失 4,482千円

事務所等移転費用 8,892千円

計 1,387,029千円

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数及び普通株式の自己株式の株式数の減少の要因は次のとおりであります。 

     自己株式の消却による減少    0.77株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．平成18年10月新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

２．第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

３．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当する事項はありません。 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

該当する事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式 

普通株式（注） 163,278.77 － 0.77 163,278 

合計 163,278.77 － 0.77 163,278 

自己株式 

普通株式（注） 14.77 － 0.77 14.00 

合計 14.77 － 0.77 14.00 

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 
（親会社） 

平成18年10月新株予約権
（注）１ 

普通株式 － 75,949.36 － 75,949.36 90,000

第２回無担保転換社債型
新株予約権付社債 
（注）２ 

普通株式 － 72,332.73 － 72,332.73 －

合計 － － 148,282.09 － 148,282.09 90,000



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行済株式総数の増加の要因は次のとおりであります。 

     ストック・オプションの権利行使による増加    115株 

     転換社債の転換による増加         20,037.37株 

   ２.普通株式の自己株式の株式数の増加の主な要因は次のとおりであります。 

     端株の買取りによる増加              1.65株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    新株予約権等（ストック・オプション等関係に注記されるものを除く）は、該当ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

       該当する事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１ 143,126.40 20,152.37 － 163,278.77 

合計 143,126.40 20,152.37 － 163,278.77 

自己株式 

普通株式（注）２ 13.12 1.65 － 14.77 

合計 13.12 1.65 － 14.77 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月29日 
定時株主総会 

普通株式 114,490 800 平成17年６月30日 平成17年９月30日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
  
現金及び預金勘定 11,694,834千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△2,397,533千円

現金及び現金同等物 9,297,301千円

  
現金及び預金勘定 3,521,632千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△762,951千円

現金及び現金同等物 2,758,680千円

現金及び預金 7,153,219千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△1,498,137千円

現金及び現金同等物 5,655,082千円



（リース取引関係） 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物及び
構築物 

3,761 125 3,635

工具器具
備品 

920,989 643,791 277,198

ソフトウ
ェア 

398,499 225,798 172,700

機械及び
装置 

22,937 10,388 12,549

車輌及び
運搬具 

139,754 24,772 114,982

合計 1,485,942 904,875 581,066

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物及び
構築物 

3,761 877 2,883

工具器具
備品 

755,268 363,395 391,872

ソフトウ
ェア 

643,699 198,674 445,025

機械及び
装置 

27,727 17,367 10,360

車輌及び
運搬具 

295,184 62,608 232,575

合計 1,725,641 642,923 1,082,717

取得価額相
当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物及び
構築物 

3,761 501 3,259

工具器具
備品 

509,453 318,574 190,879

ソフトウ
ェア 

268,935 126,879 142,055

機械及び
装置 

12,906 10,033 2,872

車輌及び
運搬具 

268,629 52,899 215,729

合計 1,063,685 508,889 554,796

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 264,765千円

１年超 358,595千円

合計 623,360千円

  
１年以内 337,114千円

１年超 768,615千円

合計 1,105,730千円

１年以内 200,299千円

１年超 367,292千円

合計 567,591千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 153,418千円

減価償却費相当額 139,026千円

支払利息相当額 10,842千円

  
支払リース料 204,505千円

減価償却費相当額 171,919千円

支払利息相当額 28,072千円

支払リース料 309,426千円

減価償却費相当額 286,371千円

支払利息相当額 20,982千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 3,533千円

１年超 165千円

合計 3,698千円

  
１年以内 1,516千円

１年超 309千円

合計 1,825千円

１年以内 2,485千円

１年超 849千円

合計 3,334千円

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（貸主側） （貸主側）  ────── （貸主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  １ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

  (1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 
  

  
取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末残
高 
(千円) 

リース
資産 

11,188,586 7,437,619 3,750,966

合計 11,188,586 7,437,619 3,750,966

    

取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

リース
資産 

11,284,845 7,518,984 3,765,860

合計 11,284,845 7,518,984 3,765,860

(2）未経過リース料中間期末残高相当額   (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 1,585,646千円

１年超 2,930,807千円

合計 4,516,453千円

  
１年以内 1,569,246千円

１年超 2,942,103千円

合計 4,511,350千円

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

  (3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 
  

受取リース料 887,315千円

減価償却費相当額 723,609千円

受取利息相当額 150,339千円

  
受取リース料 1,804,121千円

減価償却費相当額 1,421,624千円

受取利息相当額 282,251千円

(4)利息相当額の算定方法   (4）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。 

  同左 

（減損損失について）   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

    リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～50％下落

した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた金額について減損処理を行う方法を採ってお

ります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について53,431千円減損処理を行っております。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～50％下落

した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた金額について減損処理を行う方法を採ってお

ります。 

  

 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

① 株式 137,972 243,683 105,710 

② 債券 － － － 

③ その他 10,000 11,036 1,036 

計 147,972 254,719 106,746 

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

関係会社株式 1,095,428 

 関係会社社債 100,100 

その他有価証券 

非上場株式 1,584,460 

非上場内国債券 1,070,601 

投資事業有限責任組合出資金 1,184,637 

その他 61,886 

計 5,097,114 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

① 株式 33,224 46,904 13,680 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

計 33,224 46,904 13,680 



２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

前連結会計年度（平成18年６月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式に

ついて19,995千円減損処理を行っております。 

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価と比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～

50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた金額について減損処理を行っており

ます。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のない株式について154,701千円の減損処理を行っております。 

  

 

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

関係会社株式 723,698 

 関係会社社債 100,100 

その他有価証券 

非上場株式 4,357,608 

非上場債券 820,525 

投資事業有限責任組合出資金 1,298,725 

その他 28,121 

計 7,328,779 

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

① 株式 49,409 92,452 43,043 

② 債券 － － － 

③ その他 － －  － 

計 49,409 92,452 43,043 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,383,490 

非上場債券 1,070,550 

投資事業有限責任事業組合出資金 1,314,945 

その他 28,173 

計 3,797,159 



（デリバティブ取引関係）  

  

    前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  （注）１ 時価算定方法 

       取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

     ２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は開示の対象から除いております。 

  

    当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  （注）１ 時価算定方法 

       取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

     ２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は開示の対象から除いております。 

  

   前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  （注）１ 時価算定方法 

       取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

     ２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は開示の対象から除いております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間において新たに付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

  

  

対象物の種類 種類 
平成17年12月31日現在 

契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円) 

金利 スワップ取引 1,200,000 △19,763 △19,763 

合計 1,200,000 △19,763 △19,763 

対象物の種類 種類 
平成18年12月31日現在 

契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円) 

金利 スワップ取引 700,000 △5,811 △5,811 

合計 700,000 △5,811 △5,811 

対象物の種類 種類 
平成18年６月30日現在 

契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円) 

金利 スワップ取引 700,000 △7,223 △7,223 

合計 700,000 △7,223 △7,223 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

  

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、製品の種類、性質等の類似性を考慮して「ＤＭＥＳ事業」、

「ＴＣＬＡ事業」、「住宅関連事業」、「娯楽事業」、「金融事業」、「ネット広告事業」及び「その他事業」に区分

しております。 

２ 各事業の主な内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、994,164千円であり、その主なものは親会社

の管理部門等にかかる費用であります。 

 ４ 事業区分の方法の変更 

  前連結会計年度において外食事業を行う株式会社ディア.スープの全株式を売却したことに伴い、当中間連結会計期間か

ら、「外食事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

なお、事業区分の方法については、事業の種類・性質の類似性等を考慮して区分しておりますが、従来ＤＭＥＳ事業

に含めていたエクステリアＣＡＤ・ＣＧ販売事業については、企業集団の実態をより適切に表示するため、当中間連結

会計期間より、所属する区分を住宅関連事業に変更しております。この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間

の売上高は、住宅関連事業が490,720千円増加（うち、外部顧客に対する売上高は490,720千円）し、ＤＭＥＳ事業が

490,720千円減少（うち、外部顧客に対する売上高は490,720千円）しております。営業費用は住宅関連事業が482,600千

円増加し、ＤＭＥＳ事業が482,611千円減少しております。 

「ネット広告事業」は前中間連結会計期間まで「その他事業」に含めておりましたが、金額的重要性が高まったた

め、前連結会計年度より区分して表示しております。 

 

  
ＤＭＥＳ事業 
（千円） 

ＴＣＬＡ事業
（千円） 

住宅関連事業
（千円） 

娯楽事業
（千円） 

金融事業
（千円） 

ネット広告事業 
（千円） 

売上高     

(1）外部顧客に対する売上高 2,799,618 18,297,822 2,442,887 21,029,228 1,343,694 1,614,765 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

473,318 373,617 ― 12,333 5,623 ― 

計 3,272,937 18,671,440 2,442,887 21,041,561 1,349,318 1,614,765 

営業費用 2,572,099 18,904,613 2,333,695 20,842,149 1,315,867 656,853 

営業利益又は営業損失（△） 700,838 △233,173 109,191 199,412 33,450 957,912 

  
その他事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 623,466 48,151,483 ― 48,151,483

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― 864,893 (864,893) ―

計 623,466 49,016,376 (864,893) 48,151,483

営業費用 645,790 47,271,068 (326,528) 46,944,540

営業利益又は営業損失（△） △22,324 1,745,308 (538,364) 1,206,943

  (1)ＤＭＥＳ事業 Ｗｅｂサイトの構築、営業支援及び管理・運営、 

  (2)ＴＣＬＡ事業 中古車買取販売、車の修理サービス、車に関わる損害保険等の販売代理 

  (3)住宅関連事業 住宅プロデュース 

  (4)娯楽事業 テレビゲームソフト販売、FC本部等 

  (5)金融事業 総合リース業 

  (6)ネット広告事業 Ｗｅｂサイト上における広告枠販売等 

  (7)その他事業 コンサルティング事業（経営コンサルティング）、広報・管理事業等 



当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、製品の種類、性質等の類似性を考慮して「ＤＭＥＳ事業」、

「自動車事業」、「住宅関連事業」、「娯楽事業」、「ネット広告事業」及び「その他事業」に区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、417,488千円であり、その主なものは親会社

の管理部門等にかかる費用であります。 

４ 当中間連結会計期間において金融事業を行う㈱クインランドキャピタルの株式の一部を売却したことに伴い連結の範囲

から除外したため、当中間連結会計期間から、「金融事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

５ 当中間連結会計期間より「ＴＣＬＡ事業」を「自動車事業」に名称変更しております。当該名称変更は、内部管理上の

名称変更であり、セグメンテーションの方法等に与える影響はございません。 

  

 

  
ＤＭＥＳ事業 
（千円） 

自動車事業
（千円） 

住宅関連事業
（千円） 

娯楽事業
（千円） 

ネット広告事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

売上高     

(1）外部顧客に対する売上高 1,548,700 17,490,149 968,229 20,155,386 79,289 3,170 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

79,707 △28 152 1,250 － △477 

計 1,628,407 17,490,121 968,382 20,156,637 79,289 2,692 

営業費用 2,027,468 18,179,540 1,038,440 20,036,756 679,219 13,731 

営業利益又は営業損失（△） △399,060 △689,419 △70,058 119,880 △599,930 △11,038 

  計（千円） 
消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 40,244,926 － 40,244,926

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

80,604 (△80,604) －

計 40,325,530 (△80,604) 40,244,926

営業費用 41,975,155 (373,970) 42,349,126

営業利益又は営業損失（△） △1,649,625 (△454,575) △2,104,200

  (1)ＤＭＥＳ事業 Ｗｅｂサイトの構築、営業支援及び管理・運営、 

  (2)自動車事業 車販売、車の修理サービス、車に関わる損害保険等の販売代理 

  (3)住宅関連事業 住宅プロデュース 

  (4)娯楽事業 テレビゲームソフト販売、FC本部等 

  (5)ネット広告事業 Ｗｅｂサイト上における広告枠販売等 

  (6)その他事業 コンサルティング事業（経営コンサルティング）、広報・管理事業等 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、製品の種類、性質等の類似性を考慮して「ＤＭＥＳ事業」、

「ＴＣＬＡ事業」、「住宅関連事業」、「娯楽事業」、「金融事業」、「ネット広告事業」及び「その他事業」に区分

しております。 

２ 各事業の主な内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,941,929千円であり、その主なものは親会

社の管理部門等にかかる費用であります。 

４ 前連結会計年度において外食事業を行う株式会社ディア.スープの全株式を売却したことに伴い、当連結会計年度から、

「外食事業」セグメントを廃止することにいたしました。 

なお、事業区分の方法については、事業の種類・性質の類似性等を考慮して区分しておりますが、従来ＤＭＥＳ事業

に含めていたエクステリアＣＡＤ・ＣＧ販売事業については、企業集団の実態をより適切に表示するため、当連結会計

年度より、所属する区分を住宅関連事業に変更しております。この結果、従来の方法に比べて当連結会計期間の売上高

は、住宅関連事業が1,042,997千円増加し、ＤＭＥＳ事業が1,062,912千円減少（うち、外部顧客に対する売上高は

1,042,997千円）しております。営業費用は住宅関連事業が940,323千円増加し、ＤＭＥＳ事業が960,268千円減少してお

ります。 

  

  
ＤＭＥＳ事業 
（千円） 

ＴＣＬＡ事業
（千円） 

住宅関連事業
（千円） 

娯楽事業
（千円） 

金融事業 
（千円） 

ネット広告事業
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 4,805,552 37,537,261 4,983,187 37,428,554 3,154,479 2,384,720

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

573,875 108,560 － 12,333 19,471 －

計 5,379,428 37,645,821 4,983,187 37,440,887 3,173,950 2,384,720

営業費用 4,813,736 38,707,472 4,866,865 37,011,524 3,057,226 1,228,702

営業利益又は営業損失（△） 565,691 △1,061,651 116,321 429,363 116,724 1,156,018

  
その他事業 
（千円） 

計(千円)
消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 626,846 90,920,602 － 90,920,602

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 714,240 △714,240 －

計 626,846 91,634,843 △714,240 90,920,602

営業費用 729,949 90,415,476 101,421 90,516,898

営業利益又は営業損失（△） △103,102 1,219,366 △815,662 403,704

  (1）ＤＭＥＳ事業 Ｗｅｂサイトの構築、営業支援及び管理・運営 

  (2）ＴＣＬＡ事業 車販売、車の修理サービス、車に関わる損害保険等の販売代理 

  (3）住宅関連事業 住宅プロデュース、エクステリアＣＡＤ・ＣＧ販売 

  (4）娯楽事業 テレビゲームソフト販売、FC本部等 

  (5）金融事業 総合リース業 

  (6）ネット広告事業 Ｗｅｂサイト上における広告枠販売等 

  (7）その他事業 コンサルティング事業（経営コンサルティング）広報・管理事業等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 

至18年６月30日）においては、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 営業費用のうち配賦可能営業費用として「消去又は全社」項目に含めたものはありません。 

  

  

  
日本 
（千円） 

韓国
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 34,190,372 6,054,554 40,244,926 － 40,244,926

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － －

計 34,190,372 6,054,554 40,244,926 － 40,244,926

営業費用 36,210,193 6,138,933 42,349,126 － 42,349,126

営業利益又は営業損失（△） △2,019,821 △84,379 △2,104,200 － △2,104,200



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 

至18年６月30日）において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

 

  
韓国
（千円） 

計 
（千円） 

Ⅰ 海外売上高 （千円） 6,054,554 6,054,554

Ⅱ 連結売上高 （千円） 40,244,926

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

15.0 15.0



（１株当たり情報） 

（注）1. １株当たり中間（当期）純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであり

ます。 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資
産額 

92,750円24銭 19,206円84銭 43,489円63銭

１株当たり中間
（当期）純損失 

3,127円63銭 24,871円59銭 52,594円76銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
（当期）純利益 

－円－銭 －円－銭 －円－銭

  なお、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益については、

１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益については、

１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当た

り当期純利益については、１

株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日）

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

１株当たり中間（当期）純損失    

中間（当期）純損失 498,956千円 4,060,635千円 8,487,321千円 

普通株主に帰属しない金額 － －千円 －千円 

普通株式に係る中間（当期）
純損失 

498,956千円 4,060,635千円 8,487,321千円 

普通株式の期中平均株式数 159,532株 163,264株 161,372株 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

   

中間（当期）純利益調整額 － － － 

普通株式増加数 －株 －株 －株 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

平成16年９月22日定時株

主総会決議ストックオプ

シ ョ ン（新 株 予 約 権

2,646個） 

普通株式   2,646株 

平成14年９月26日定時株

主総会決議ストックオプ

シ ョ ン（新 株 予 約 権  

895個） 

普通株式    895株 

なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

平成16年９月22日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権  

1,757個） 

普通株式    1,757株 

平成17年９月29日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権  

3,622個） 

普通株式    3,622株 

平成18年10月新株予約権

（新株予約権300個） 

第２回無担保転換社債型新

株予約権付社債(額面金額

3,000,000千円) 

なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

平成14年９月26日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権860

個） 

普通株式    860株 

平成16年９月22日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権

2,489個） 

普通株式   2,489株 

平成17年９月29日定時株

主総会決議ストックオプ

ション（新株予約権

4,990個） 

普通株式   4,990株 



（重要な後発事象） 

  

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日至 平成17年12月31日） 
  

１．シンジケーション方式によるコミットメントライン契約の締結 

（平成18年1月25日契約） 

当社は、平成18年１月25日、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする総額23億円のコミットメントライン契約を締結

いたし、平成18年１月30日に全額実行いたしました(借入期間：平成18年１月30日より３ヶ月間)。 

(1) コミットメントライン設定の目的 

資金調達枠をあらかじめ確保することにより、資金需要に対する機動性と安全性を確保すること、並びに複数の金融機関から

受ける融資や返済の窓口を一本化し、融資条件の統一と事務作業の軽減を図ることを目的とするものであります。 

(2) コミットメントラインの内容 

① 契約金額    23億円 

② 契約締結日   平成18年１月25日 

③ 契約期間    平成18年１月25日から364日間 

④ 契約形態    シンジケーション方式リボルビング・クレジット・ファシリティ 

⑤ アレンジャー  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑥ エージェント  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑦ 参加金融機関 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  

株式会社常陽銀行 

株式会社広島銀行 

東銀リース株式会社 

株式会社滋賀銀行 

株式会社静岡銀行 

ダイヤモンドリース株式会社 

株式会社南都銀行 

株式会社みなと銀行 

⑧ 財務制限条項 

  下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知により、契約上の全ての債務につ

いて期限の利益を失い、直ちに借入金及び利息を支払うことになっております。 

    (イ)各決算期末及び中間決算期末における単体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額が、直前の決算期末、中間決算期末

又は平成17年６月期末における当該単体及び連結の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそ

れぞれ維持すること。 

    (ロ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の営業損益及び経常損益に関して、それぞれ２半期連続して損失計上し

ないこと。 

    (ハ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の貸借対照表における有利子負債の合計額から現預金の合計金額を差し

引いた金額を資本の部の金額で除した数値を2.5以下にそれぞれ維持すること。 

  

（平成18年２月10日契約） 

当社は、平成17年２月14日付けの株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする総額30億円のコミットメントライン契約を

完了いたし、平成18年２月28日に借入金を全額返済するとともに、引き続き、平成18年２月10日に、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をアレンジャーとする総額27億円のコミットメントライン契約を締結し、平成18年２月28日に全額実行いたしました(借入期間：平

成18年２月28日より３ヶ月間)。 

(1) コミットメントライン設定の目的 

資金調達枠をあらかじめ確保することにより、資金需要に対する機動性と安全性を確保すること、並びに複数の金融機関か

ら受ける融資や返済の窓口を一本化し、融資条件の統一と事務作業の軽減を図ることを目的とするものであります。 

 



(2) コミットメントラインの内容 

① 契約金額    27億円 

② 契約締結日   平成18年２月10日 

③ 契約期間    平成18年２月10日から364日間 

④ 契約形態    シンジケーション方式リボルビング・クレジット・ファシリティ 

⑤ アレンジャー  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑥ エージェント  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑦ 参加金融機関 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

農林中央金庫 

兵庫県信用農業協同組合連合会 

株式会社百十四銀行 

株式会社山陰合同銀行 

株式会社千葉興業銀行 

株式会社伊予銀行 

株式会社滋賀銀行 

⑧ 財務制限条項 

下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知により、契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、直ちに借入金及び利息を支払うことになっております。 

(イ)各決算期末及び中間決算期末における単体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額が、直前の決算期末、中間決算期末

又は平成17年６月期末における当該単体及び連結の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそ

れぞれ維持すること。 

 (ロ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の営業損益及び経常損益に関して、それぞれ２半期連続して損失計上し

ないこと。 

(ハ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の貸借対照表における有利子負債の合計額から現預金の合計金額を差し

引いた金額を資本の部の金額で除した数値を2.5以下にそれぞれ維持すること。 

  

 



当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日至 平成18年12月31日）
  

１.重要な子会社の株式の売却 

(株式会社わかたけ) 

(1）株式譲渡の理由 

当社は、事業再編に伴う連結対象子会社の売却方針に基づき、平成19年１月15日開催の当社取締役会において、当社が保有する

株式会社わかたけの株式の全部を、株式会社わかたけへ譲渡する旨の取締役会決議し、平成19年２月13日付で受渡しが完了いたし

ました。 

  

(2）譲渡する子会社及び譲渡先の概要     

① 商号      株式会社わかたけ 

② 代表者     代表取締役社長 藤本義久 

③ 本店所在地   東京都目黒区二丁目12番２号ＴＤＧビル 

④ 設立年月日   平成16年12月 

⑤ 主な事業内容  マンション内装品販売及び工事業 

⑥ 決算期     ６月 

⑦ 従業員数    ７名（平成18年11月現在） 

⑧ 資本金     99,000千円 

⑨ 最近事業年度における業績の動向 

単位：千円 

※１ 平成17年４月１日～平成17年12月31日の決算期間となっております。 

※２ 平成18年１月１日～平成18年６月30日の決算期間となっております。 
  

(3）譲渡株式数および譲渡前後の当社所有株式の状況 

譲渡前 

  

譲渡後 

  

 (4) 売却価額  100百万円 

  

 

  平成17年12月期（※１） 平成18年６月期（※２） 

売上高 453,835 339,470 

経常利益 28,930 6,900 

当期純利益 17,739 3,919 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

1,980,000 1,008,000 50.91 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

1,980,000     0 0.0 



（株式会社ムーブ） 

 (1) 株式譲渡の理由  

当社は、事業再編に伴う連結対象子会社の売却方針に基づき、平成19年１月26日開催の当社取締役会において、当社が保有する

株式会社ムーブの株式の全部を譲渡する旨の取締役会決議し、同日付で受渡しが完了いたしました。 

  

(2) 譲渡する子会社の概要 

① 商号      株式会社ムーブ 

② 代表者     代表取締役会長 毛塚敏郎 

          代表取締役社長 根岸節雄 

③ 本店所在地   東京都足立区加平２－５－１ 

④ 設立年月日   昭和51年６月 

⑤ 主な事業内容  ロジステック業 

⑥ 決算期     ３月 

⑦ 従業員数    79名（平成18年９月現在） 

⑧ 資本金     387百万円 

⑨ 最近事業年度における業績の動向 

単位：百万円 

  

(3）譲渡株式数及び譲渡前後の当社所有株式の状況 

譲渡前 

  

譲渡後 

  

(4）売却価額     200百万円 

  
 

  平成16年３月期 平成17年３月期 

売上高 3,724 3,013 

経常利益 △257 △23 

当期純利益 △582 △81 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

12,754 12,754 100.0 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

12,754     0 0.0 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日至 平成18年６月30日）
  

重要な子会社の株式の売却 

当社は、平成18年７月31日開催の当社取締役会において、グループ事業戦略・資本政策の見直しの一環として、平成17年３月よ

り当社の連結子会社としてリース・割賦・ローン等各種商品の提供やグループカードの普及を通じて当社グループにおける金融事

業を担ってまいりました㈱クインランドキャピタルの株式の一部（81％）について譲渡することを決議いたしました。 

株式の売却及び当該会社の概要は以下のとおりであります。 

(1) 会社の名称     ㈱クインランドキャピタル 

(2) 所在地       広島県福山市丸之内二丁目９番13号 

(3) 事業内容      リース等各種ファイナンス事業 

(4) 事業規模（平成18年６月30日現在） 

 ① 売上高      3,173,950千円 

 ② 営業利益      147,528千円 

 ③ 経常利益      144,464千円 

 ④ 当期純利益     91,840千円 

 ⑤ 総資産      9,556,315千円 

(5）売却後の当社保有株式数  普通株式 114株 

(6) 売却後の議決権総数に対する割合   19% 

(7) 異動年月日     平成18年８月７日(株式譲渡日) 

  

無担保社債の発行について 

 当社は、平成18年８月20日開催の当社取締役会において、平成18年８月23日に次のとおり第20回無担保社債を発行することにつ

いて決議いたしました。 

(1) 発行総額      30億円 

(2) 発行価額      額面100円につき100円 

(3) 利率        年３％ 

(4) 償還期限      平成18年10月23日 

(5) 資金使途      運転資金 

  

第三者割当増資引受による株式の取得 

当社は、平成18 年8 月23 日開催の当社取締役会において、FrameFree Global Limitedの第三者割当増資の引受けを行うことに

関し、下記のとおり決議いたしました。 

(1) 引受株式数      1,179 株 

(2) 引受価額       22,000US＄（約225 万円※） 

(3) 引受価額の総額    25,938,000US ＄（約30 億円※） 

(4) 払込期日       平成18 年8 月23 日（現地時間) 

(5) 取得後持分比率    9.32％ 

(6) 当該会社の概要 

① 商号        FrameFree Global Limited  

② 所在地       英国領ジャージ島 

③ 代表者の氏名    Ｔhomas Randolph  

④ 設立年        2006 年 

⑤ 事業の内容     FrameFree®の全世界での独占的な販売・流通 

⑥ 決算期       12 月 

⑦ 使用人数      52 名 

⑧ 資本の額      6,700 万US$  

※ １ＵＳ＄＝116円で試算 

  

 



第三者割当による新株予約権発行および無担保転社債型新株予約権付社債発行について 

当社は、平成18 年9 月25 日開催の取締役会において、第三者割当による新株予約権発行および無担保転換社債型新株予約権付

社債発行を決議いたしました。 

  

１．新株予約権の概要 

(1) 新株予約権の名称     株式会社クインランド平成18年10月新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

(2) 新株予約権の総数     300個 

(3) 新株予約権の発行価額   本新株予約権1個あたり金30万円 

(4) 新株予約権の発行総額   金90,000,000円 

(5) 新株予約権の割当日    平成18年10月16日 

(6) 新株予約権証券の発行および形式 

本新株予約権については、新株予約権証券を発行するものとし、当該新株予約権証券は記名式とする。本新株予約権の新株予約

権者は本新株予約権証券について、無記名式の新株予約権証券を請求することはできない。 

(7) 新株予約権の払込期日   平成18年10月16日 

(8) 募集方法 

第三者割当の方法により、本新株予約権のすべてをCanyon Capitalに割り当てる。 

(9) 新株予約権の目的である株式の種類および数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権を行使すること（以下「行使」という。）により当

社が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行または移転を

「交付」という。）する数は、各行使請求にかかる本新株予約権の数に10,000,000円を乗じ、これを第(13)項記載の行使価額

（ただし、第(14)項および第(15)項によって修正または調整された場合は修正後または調整後の行使価額）で除して得られる最

大整数とする。この場合に1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。各本新株予約権の目的で

ある株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当該株式数を行使請求にかかる本新株予約権の数で除した数とする。 

(10) 新株予約権の行使請求期間 

本新株予約権の新株予約権者は、平成18年10月16日から平成19年７月13日、又は第(12)項第②号記載の公告日までの間（以下

「行使請求期間」という。）、当社が指定する行使禁止期間を除き、いつでも、本新株予約権の行使を請求すること（以下「行

使請求」という。）ができる。ただし、当社が行使請求を行うべき旨を通知した場合、当該通知を受けた本新株予約権の新株予

約権者は、当該通知日において行使請求を行ったものとみなされる。 

(11) 新株予約権の行使の条件 

① 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 本新株予約権の行使は、当社取締役会の承諾を要する。 

③ 本新株予約権の行使は、撤回及び取消ができないものとし、ひとたび行使されると消滅する。 

(12) 新株予約権の取得条項 

① 本新株予約権の取得の事由及び取得の条件は次のとおりとする。 

(イ)当社は、当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総

会で決議し、当該吸収合併、株式交換又は株式移転の効力発生日以前の取締役会において本新株予約権を取得する日を定めた場

合、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部を無償で取得する。 

(ロ)当社は、当社取締役会が本新株予約権の全部又は一部を発行価額で取得する日を別に定めた場合には、当該取得日におい

て、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、本新株予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権

者に対して、本新株予約権1個あたり金30万円を交付する。一部を取得する場合、抽選その他の合理的な方法により行うものと

する。 

② 前号により本新株予約権を取得する場合には、当社は、当社取締役会で定める取得日の2週間前までに、当該取得日を公告す

る。 

(13) 新株予約権の行使に際して出資の目的となる財産およびその価額 

① 各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、行使価額（以下に定義する。）に割当株式数を乗じた額とする。 

② 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式1株あたりの出資される財産の価額（以下「行使

価額」という。）は、当初39,500円とする（以下「当初行使価額」という。）。ただし、行使価額は第(14)項および第(15)項に

定めるところに従い修正または調整されることがある。 

(14) 行使価額の修正 

① 行使請求期間の開始日以降、９月、11月、１月、３月、５月及び７月の各月の第１金曜日（以下「決定日」という。）の翌

取引日以降、行使価額は、決定日まで(当日を含む。) の5連続取引日（ただし、取引日は株式会社大阪証券取引所ヘラクレス

市場における当社普通株式の普通取引にかかる終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場

合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社大阪証券取引所ヘラク



レス市場における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を切り上げる。以下「修正後行使価額」という。) に修正される。 

なお、時価算定期間内に、第(15)項第①号ないし第④号で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正後行使価額は、

本要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が当初行使価額の50％に相当

する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げる。ただし、第(15)項第①号ないし第④号による調整を

受ける。以下「下限行使価額」という。）を下回る場合には修正後転換価額は下限行使価額とする。 

② 本項第①号にもかかわらず、第(12)項第②号記載の公告がなされた場合、当該項公告日以降（その日を含む。）の行使価額

は、本新株予約権の行使の効力発生日の前日の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の毎日

の終値（気配表示を含まない。）（ただし、当該日の終値がない場合、直近の終値とする。）に相当する金額に修正される。本

号による行使価額の修正が適用される期間内に第(15)項第①号ないし第④号で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修

正後行使価額は、本要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

(15) 行使価額の調整 

① 当社は、本新株予約権の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更

を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整する。 

② 行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

(イ)行使価額を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式を処分

する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、調

整後の行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当ての場合には、効力発生日）の翌

日以降、また株主への割当にかかる基準日（以下「株主割当日」という。）がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ロ)株式分割により当社普通株式を発行する場合には、調整後の行使価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを

適用する。 

(ハ)行使価額を下回る価額をもって当社普通株式の取得を当社に対して請求できる証券を発行または処分する場合、または行

使価額を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行もしくは処分する場

合には、調整後の行使価額は、発行または処分される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取得価額

で取得されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（払込期

間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当ての場合には、効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、その

証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ニ)行使価額を下回る対価をもって当社普通株式に交換される取得条項付株式その他の当社普通株式の交付がなされることの

引換えに当社に取得される証券（ただし、本項第②号(ハ)に該当するものを除く。）を発行する場合、調整後の行使価額は、発

行された証券の全てが、取得事由発生日時点での条件で当社普通株式に交換されたものとみなして行使価額調整式を準用して算

出するものとし、取得事由発生日の翌日以降これを適用する。 

(ホ)本項第②号(イ)ないし(ニ)の各取引において、当社普通株主のための権利の付与のための基準日が設定され、かつ、各取

引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本項第②号

(イ)ないし(ニ)にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認の決議をした日の翌日以降これを適用する。この場合において、

当該基準日の翌日から当該承認の決議をした日までに行使請求をなしたものに対しては、調整後の行使価額の適用以降において

次の算出方法により、当社普通株式を追加交付する。 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

③ (イ)行使価額調整式の計算については、円位未満を切り上げる。 

(ロ)行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場合は、調整後の

行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控

除した数とする。また、本項第②号(ホ)の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、株主割当日における当

社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

(ハ)行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行

わないこととする。ただし、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調

調整後 

行使価額 

  
調整前 

行使価額 

    
＋ 
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額 

＝ × 
既発行株式数 調整前行使価額 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数   

  

株式数 

  
（調整前行使価額 － 調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に 

交付された株式数 

  

＝ 
  

  調整後行使価額     



整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

④ 本項第②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

(イ)株式の併合、資本の減少、当社を承継会社とする吸収分割、当社を存続会社とする合併、当社を完全親会社とする株式交

換のために行使価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

(ハ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

⑤ 第(14)項または本項第①号ないし第④号により行使価額の修正または調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりそ

の旨ならびにその事由、修正前または調整前の行使価額、修正後または調整後の行使価額およびその適用の日その他必要な事項

を本新株予約権の新株予約権者に通知する。ただし、本項第②号(ホ)の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うこと

ができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

(16)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の規定に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１以上の金額とし、計算の結果１円未満の単数が生じる場合はその端数を切り上げた金額

とする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前号記載の資本金等増加限度額から前

号に定める増加する資本金を減じた額とする。 

  

２．無担保転換社債型新株予約権付社債の概要 

 (1) 募集社債の名称 

 株式会社クインランド第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） (以下

「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」という。) 

 (2) 募集方法 

 第三者割当の方法により、本新株予約権付社債のすべてをCanyon Capitalに割り当てる。 

 (3) 募集社債総額     金30億円 

 (4) 募集社債の額面金額  金62,500,000円の1種 

 (5) 利率         本社債には利息を付さない。 

 (6) 償還価額       額面100円につき100円 

  ただし、繰上償還の場合は本項第（7）号②ないし③に定める価額による。 

(7) 償還の方法および期限 

① 本社債は、平成22年10月15日にその総額を償還する。ただし、繰上償還に関しては、本号第②ないし③に定めるところによ

る。 

② 本新株予約権付社債の社債権者は、その選択により、事前の書面による通知を当社に送付することにより、平成18年12月20

日午前９時以降、その保有する本社債の全部または一部を本社債額面金額で償還することを請求することができる。 

③ 本新株予約権付社債につき期限の利益を喪失した場合、本新株予約権付社債の社債権者は、その選択により、書面による通

知を当社に送付することにより、それまでの未払経過利息の支払いに加え、その保有する本社債の全部を本社債額面金額の

115％で償還することを請求することができる。 

④ 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

(8) 物上担保・保証の有無 

本新株予約権付社債には物上担保および保証は付されておらず、また本新株予約権付社債のために特に留保されている資産は

ない。 

(9)新株予約権に関する事項 

① 本社債に付する本新株予約権の数および発行する本新株予約権の総数 

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計48個の本新株予約権を発行する。 

② 本新株予約権の目的である株式の種類および数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権を行使すること(以下「行使」という。) により当社

が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行または移転を「交

付」という。）する数は、各行使請求にかかる本社債の発行価額の総額を本項第⑤号(ロ)記載の行使価額（ただし、本項第⑥号

ないし第⑨号によって調整された場合は調整後の行使価額）で除して得られる最大整数とする。この場合に１株未満の端数を生

じたときにはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

③ 本新株予約権の行使請求期間 

  本新株予約権付社債者は、平成18年10月16日午前9時から平成22年10月15日午前11時までの間(以下「行使請求期間」とい

う。」、いつでも、本新株予約権の行使請求すること(以下「行使請求」という。) ができる。 



④ その他の本新株予約権の行使の条件 

(イ)当社が第(7)項第②号ないし③号により本社債を繰上償還する場合には、償還日の前銀行営業日の銀行営業時間終了時以

後、または当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日以降、本新株予約権を行使することはでき

ない。 

(ロ)本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

⑤ 本新株予約権の行使に際して出資の目的となる財産およびその価額 

(イ)本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。 

(ロ)本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式1株あたりの出資される財産の価額(以下「行

使価額」という。) は、41,475円とする。ただし、行使価額は本項第⑥号ないし第⑨号に定めるところに従い調整されること

がある。 

⑥ 行使価額の調整 

当社は本新株予約権付社債の発行後、本項第⑦号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更

を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整する。 

⑦ 行使価額調整式により本新株予約権付社債の行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

(イ)本項第⑧号(ロ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行しまたは当社の有する

当社普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求

できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものおよび本新株予約権付社債と

同日付で発行される当社の平成18年10月新株予約権（以下「ワラント」という。）を含む。）の行使による場合を除く。）に

は、調整後の行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当の場合には、効力発生日）

の翌日以降、また株主への割当にかかる基準日（以下「株主割当日」という。）がある場合はその日の翌日以降これを適用す

る。 

(ロ)株式分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

(ハ)本項第⑧号(ロ)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の取得を当社に対して請求できる証券を発行または処

分する場合、または本項第⑧号(ロ)②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは

新株予約権付社債を発行もしくは処分する場合には、調整後の行使価額は、発行または処分される証券または新株予約権もしく

は新株予約権付社債の全てが当初の取得価額で取得されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日）（無償割当の場合には、効力発生日）

の翌日以降これを適用する。 

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その翌日以降これを適用する。 

(ニ)本項第⑧号(ロ)に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式に交換される取得条項付株式その他の当社普通株式の交

付がなされることの引換えに当社に取得される証券（ただし、本項第⑦号(ハ)に該当するものを除く。）を発行する場合、調整

後の行使価額は、発行された証券の全てが、取得事由発生日時点での条件で当社普通株式に交換されたものとみなして行使価額

調整式を準用して算出するものとし、取得事由発生日の翌日以降これを適用する。 

(ホ)本項第⑦号(イ)ないし(ニ)の各取引において、当社普通株主のための権利の付与のための基準日が設定され、かつ、各取

引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本項第⑦号

(イ)ないし(ニ)④にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認の決議をした日の翌日以降これを適用する。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該承認の決議をした日までに行使請求をなしたものに対しては、調整後の行使価額の適用以降にお

いて次の算出方法により、当社普通株式を追加交付する。 

次の算出方法により、当社普通株式を追加交付する。 

⑧ (イ)行使価額調整式の計算については、１円未満を切り上げる。 

(ロ)行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第⑦号(ホ)の場合は当該基準日）に先

立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、

小数第１位を切り上げる。 

調整後 

行使価額 

  
調整前 

行使価額 

    
＋ 
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額 

＝ × 
既発行株式数 調整前行使価額 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数   

  

株式数 

  
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） × 

調整前行使価額により当該期間内に 

交付された株式数 

  

＝ 
  

  調整後行使価額     



(ハ)行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株式割当日がない場合は、調整後の

行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控

除した数とする。また、本項第⑦号(ホ)の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、株主割当日における当

社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

(ニ)行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行

わないこととする。ただし、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調

整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

⑨ 本項第⑦号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

(イ)株式の併合、資本の減少、当社を承継会社とする吸収分割、当社を存続会社とする合併、当社を完全親会社とする株式交

換のために行使価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

(ハ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

⑩ 本項第⑥号ないし第⑨号により行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整

前の行使価額、調整後の行使価額およびその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者に通知する。ただし、

本項第⑦号(ホ)の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行

う。 

⑪ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(イ)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の規定に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１以上の金額とし、計算の結果１円未満の単数が生じる場合はその端数を切り上げた金

額とする。 

(ロ)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本号(イ)記載の資本金等増加限度額

から本号(イ)に定める増加する資本金を減じた額とする。 

 (10) 資金使途 
借入金の返済に充当 

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※２ 3,905,369  1,202,345 2,309,907  

２ 営業未収入金   803,075  － －  

３ 売掛金   －  365,466 710,602  

４ たな卸資産   47  299,268 378,457  

５ 短期貸付金   1,021,406  1,764,584 4,379,802  

６ 関係会社短期貸付
金 

  3,100,362  884,279 3,061,179  

７ その他 ※４ 556,013  1,604,416 3,363,315  

 貸倒引当金   △17,415  △498,757 △154,920  

流動資産合計    9,368,860 26.5 5,621,603 21.8  14,048,345 42.9

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

（1）建物 ※１ 30,571  31,749 32,614  

（2）車両運搬具 ※１ 71  292 444  

（3）工具器具備品 ※１ 6,233  17,724 15,341  

（4）建設仮勘定   3,960 40,836 6,962 56,729 3,960 52,361 

２ 無形固定資産       

（1）ソフトウェア   9,616  311,267 265,181  

（2）その他   366 9,983 341 311,609 341 265,522 

３ 投資その他の資産       

（1）投資有価証券 ※２ 2,814,314  5,966,653 2,723,784  

（2）関係会社株式 ※２ 16,666,219  6,707,244 9,829,965  

（3）関係会社社債   100,100  100,100 100,100  

（4）関係会社有限責
任事業組合出資
持分 

  385,378  － 290,133  

（5）長期貸付金   103,983  57,630 98,933  

（6）関係会社長期貸
付金 

  4,371,446  3,314,843 3,648,733  

（7）敷金・保証金   208,402  212,455 213,102  

（8）長期前払費用   24,248  2,696,229 177,967  

（9）その他 ※２ 1,499,231  1,121,434 1,364,251  

 投資損失引当金   △89,752  － －  

 貸倒引当金   △101,986 25,981,586 △388,102 19,788,487 △45,103 18,401,869 

固定資産合計    26,032,405 73.5 20,156,826 78.2  18,719,753 57.1

資産合計    35,401,265 100.0 25,778,429 100.0  32,768,098 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   －  379,726 272,996  

２ 短期借入金 ※２ 11,192,431  9,652,842 13,105,006  

３ 関係会社短期借入
金 

※２ 1,025,000  1,541,030 3,119,000  

４ 一年以内償還予定
社債 

※２ 1,050,000  1,260,000 1,510,000  

５ 一年以内返済予定
長期借入金 

※２ 1,251,172  950,336 1,045,674  

６ 未払金 ※２ 20,749  119,622 100,184  

７ 未払法人税等   17,082  15,755 －  

８ その他 ※４ 90,422  582,671 245,368  

流動負債合計    14,646,857 41.4 14,501,986 56.2  19,398,231 59.2

Ⅱ 固定負債       

１ 社債 ※２ 3,220,000  1,695,000 2,485,000  

２ 新株予約権付社債   －  3,000,000 －  

３ 長期借入金 ※２ 2,532,097  1,225,974 1,839,718  

４ 関係会社長期借入
金 

  286,378  － －  

５ その他   －  26,092 42,854  

固定負債合計    6,038,476 17.0 5,947,066 23.1  4,367,572 13.3

負債合計    20,685,333 58.4 20,449,053 79.3  23,765,804 72.5

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    6,948,891 19.6 － －  － －

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   6,694,122  － －  

２ その他資本剰余金   208,013  － －  

資本剰余金合計    6,902,136 19.5 － －  － －

Ⅲ 利益剰余金       

１ 中間（当期）未処
分利益 

  865,433  － －  

利益剰余金合計    865,433 2.5 － －  － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   3,571 0.0 － －  － －

Ⅴ 自己株式    △4,100 △0.0 － －  － －

資本合計    14,715,932 41.6 － －  － －

負債及び資本合計    35,401,265 100.0 － －  － －

              



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 6,950,144 27.0  6,950,144 21.2

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  6,695,375 6,695,375  

(2）その他資本剰余
金 

  －  207,799 208,013  

資本剰余金合計    － － 6,903,175 26.8  6,903,389 21.1

３ 利益剰余金       

(1）その他利益剰余
金 

      

繰越利益剰余金   －  △8,598,377 △4,855,324  

利益剰余金合計    － － △8,598,377 △33.4  △4,855,324 △14.8

４ 自己株式    － － △3,887 △0.0  △4,100 △0.0

株主資本合計    － － 5,251,055 20.4  8,994,108 27.5

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 3,125 0.0  18,949 0.0

２ 繰延ヘッジ損益    － － △14,805 △0.0  △10,763 △0.0

評価・換算差額等合
計 

   － － △11,679 △0.0  8,185 0.0

 Ⅲ 新株予約権    － － 90,000 0.3  － －

純資産合計    － － 5,329,375 20.7  9,002,294 27.5

負債純資産合計    － － 25,778,429 100.0  32,768,098 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    780,640 100.0 1,091,235 100.0  2,330,540 100.0

Ⅱ 売上原価    － － 1,082,291 99.2  376,713 16.2

売上総利益    780,640 100.0 8,943 0.8  1,953,826 83.8

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   733,500 94.0 1,579,525 144.7  1,559,197 66.9

営業利益又は営
業損失（△） 

   47,140 6.0 △1,570,581 △143.9  394,629 16.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  121,361 15.5 150,015 13.8  275,307 11.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  304,663 39.0 950,270 87.1  658,757 28.2

経常利益又は 
経常損失（△） 

   △136,161 △17.5 △2,370,836 △217.2  11,179 0.5

Ⅵ 特別利益 ※３  117,640 15.1 476,795 43.7  240,644 10.3

Ⅶ 特別損失 ※４  134,589 17.2 2,018,245 185.0  5,651,098 242.5

税引前中間（当
期）純損失 

   153,110 △19.6 3,912,286 △358.5  5,399,274 △231.7

法人税、住民税
及び事業税 

  1,210  1,210 2,420  

過年度法人税等   －  △170,443 －  

法人税等調整額   89,817 91,027 11.7 － △169,233 △15.5 563,201 565,621 24.2

中間（当期）純
損失 

   244,137 △31.3 3,743,053 △343.0  5,964,895 △255.9

前期繰越利益    1,109,571 －  － 

中間（当期）未
処分利益 

   865,433 －  － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成18年６月30日 
残高（千円） 

6,950,144 6,695,375 208,013 6,903,389 △4,855,324 △4,855,324 △4,100 8,994,108

中間会計期間中の
変動額 

    

中間純損失 

― 

― ― ― △3,743,053 △3,743,053 ― △3,743,053

自己株式の消却 ― ― △213 △213 ― ― 213 ―

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の
変動額合計 
（千円） 

― ― △213 △213 △3,743,053 △3,743,053 213 △3,743,053

平成18年12月31日 
残高（千円） 

6,950,144 6,695,375 207,799 6,903,175 △8,598,377 △8,598,377 △3,887 5,251,055

  

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日 
残高（千円） 

18,949 △10,763 8,185 ― 9,002,294

中間会計期間中の
変動額 

  

中間純損失 ― ― ― ― △3,743,053

自己株式の消却 ― ― ― ― ―

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

△15,823 △4,042 △19,865 90,000 70,134

中間会計期間中の
変動額合計 
（千円） 

△15,823 △4,042 △19,865 90,000 △3,672,918

平成18年12月31日 
残高（千円） 

3,125 △14,805 △11,679 90,000 5,329,375



前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

4,046,009 3,791,276 208,013 3,999,290 1,254,062 1,254,062 △3,554 9,295,807

事業年度中の変動額（千円）    

新株の発行 2,904,134 2,904,099 － 2,904,099 － － － 5,808,234

剰余金の配当 － － － － △114,490 △114,490 － △114,490

利益処分による役員賞与 － － － － △30,000 △30,000 － △30,000

当期純損失 － － － － 5,964,895 5,964,895 － 5,964,895

自己株式の取得 － － － － － － △546 △546

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

2,904,134 2,904,099 － 2,904,099 △6,109,386 △6,109,386 △546 △301,698

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

6,950,144 6,695,375 208,013 6,903,389 △4,855,324 △4,855,324 △4,100 8,994,108

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

△7,402 － △7,402 9,288,405

事業年度中の変動額（千円）  

新株の発行 － － － 5,808,234

剰余金の配当 － － － △114,490

利益処分による役員賞与 － － － △30,000

当期純損失 － － － 5,964,895

自己株式の取得 － － － △546

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

26,351 △10,763 15,587 15,587

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

26,351 △10,763 15,587 △286,110

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

18,949 △10,763 8,185 9,002,294



（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

───── 

  

  

  

  

  

 当社は、当中間会計期間におい

て、1,570百万円の営業損失を計上し

たほか、前事業年度に引き続き大幅

な中間純損失を計上したことによ

り、一部のシンジケートローン契約

（平成18年６月30日現在の対象とな

る契約残高5,000,000千円）の財務制

限条項（貸借対照表注記参照）に抵

触する事実が発生しております。ま

た、平成18年12月31日現在700,000千

円の手形借入に関して猶予を受けて

おります。 

 これらの状況により、当社は継続

企業の前提に重要な疑義が存在して

おります。 

 当社は当該状況を解消すべく、グ

ループ会社の事業の見直しを行い、

自動車事業、娯楽事業、住宅関連事

業、金融事業の各事業会社の売却を

進めることで債務の解消をする方針

です。 

 この方針に則り、既に金融事業に

ついては平成18年８月中に売却を完

了しており、自動車事業、娯楽事業

につきましても順次売却を進めてま

いる所存です。自動車事業におきま

しては平成18年11月に「Eugene＆

Company㈱」、平成19年１月に「クイ

ンランド・カーズ㈱」のアピス神戸

事業及び「㈱ムーブ」を、住宅関連

事業におきましては平成18年12月に

「㈱リック」、平成19年２月に「㈱

わかたけ」を、それぞれ譲渡完了す

るなど、順調に進捗しております。 

 今後におきましても、引き続き、

子会社株式やノンコア事業の譲渡、

投資有価証券や不動産などの資産売

却を進めてまいります。 

 さらに、当社の核であるＤＭＥＳ

事業に徹底して経営資源を集中する

ことにより収益性の更なる向上に取

り組んでおります。採算管理を徹底

し、赤字案件の整理を行うなど、確

実に利益の見込めるプロジェクトへ

の集中とそれによる生産性の向上に

取り組むことにより、財務体質の改

善をもって債務残高の圧縮を進めて

まいる所存であります。 

 また、財務制限条項に抵触する事

実等を踏まえた上で、金融機関との

継続的な取引の維持を前提に交渉を

進めております。 

  当社は、当事業年度において大幅

な当期純損失を計上したことによ

り、一部のシンジケートローン契約

（平成18年６月30日現在の対象とな

る契約残高5,000,000千円）の財務

制限条項に抵触する事実が発生して

おります。 

 これらの状況により、当社は継続企

業の前提に重要な疑義が存在してお

ります。 

 当社は当該状況を解消すべくグルー

プ会社の事業の見直しを行い、ＴＣ

ＬＡ事業、娯楽事業、住宅関連事

業、金融事業の各事業会社の売却を

進めることで当該債務の解消をする

方針です。 

  この方針に則り、既に金融事業に

ついては平成18年８月に売却を完了

し、ＴＣＬＡ事業、娯楽事業につき

ましても特定の相手先企業への売却

を予定しており、順調に進捗してお

ります。 

  さらに、当社の核であるＤＭＥＳ

事業に徹底して経営資源を集中する

ことにより収益性の更なる向上を果

たし、財務体質の改善をもって債務

残高の圧縮を進めてまいる所存であ

ります。 

  また、財務制限条項に抵触する事

実を踏まえた上で、シンジケート団

との継続的な取引の維持を前提に交

渉を進めております。 

財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

   具体的には、平成19年３月13日開

催の取締役会において、各金融機関

との間で、借入金の返済スケジュー

ルを変更する旨の特定調停の申し立

てを行うことを決議し、同日に特定

調停を踏まえて金融機関との協議を

開始しております。 

 なお、金融機関との協議が計画ど

おり進展しない場合には、当社の経

営に重大な影響を与える可能性があ

ります。 

 しかし当該協議につきましては、

借入金返済のリスケジュールをお願

いするものであり、債権放棄を伴う

金融支援をお願いするものではない

こと、また弁済計画については中立

的なアドバイザーを登用し、当社へ

の厳格なデューデリジェンスを行っ

た結果を踏まえて策定したものであ

ることから、金融機関の一定の理解

を得、期限の利益を確保できるもの

と確信しております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。  

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  ② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。）   

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

を採用しております。 

なお、投資事業有限責任

組合等への出資について

は、主として組合契約に規

定される決算日ごとに、持

分相当額を純額で取込む方

法によっております。 

同左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  ①   ───── 

  

  ① 商品 

   個別法による原価法 

  ① 商品 

同左 

  ② 貯蔵品 ② 貯蔵品 ② 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 同左 同左 

    ③   ─────  ③ 仕掛品  ③ 仕掛品 

    個別法による原価法 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       10～50年 

車両運搬具      ２年 

  工具器具備品   ３～10年 

  

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       10～50年 

車両運搬具      ２年 

  工具器具備品   ２～10年 

  

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       10～50年 

車両運搬具      ２年 

工具器具備品   ３～10年 

  

   



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）、市場販売目

的のソフトウェアについては見

込販売期間（３年）に基づく定

額法を採用しております。 

同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法を採用しております。 同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2)投資損失引当金 (2)     ───── ───── 

   関係会社に対する投資により発

生の見込まれる損失に備えるた

め、当該関係会社の資産内容等を

勘案して損失見込額を計上してお

ります。 

    

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建債権債務は、原則として

中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

       同左  外貨建債権債務は、原則として

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、特例処理の要件

を満たす金利スワップについて

は特例処理を行っております。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
  

  

 ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ
取引 

  借入金 

金利キャップ
取引 

  借入金 

  

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ
取引 

  借入金 

  
  

    

同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  金利変動リスクを管理する目

的で金利スワップ取引及び金利

キャップ取引を行っておりま

す。これらの取引は、実需の範

囲内でのみ行い、投機目的の取

引は行わない方針であります。 

 金利変動リスクを管理する目

的で金利スワップ取引を行って

おります。これらの取引は、実

需の範囲内でのみ行い、投機目

的の取引は行わない方針であり

ます。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間におけるヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュフロー変動の累

計額等を基礎としてヘッジの有

効性の評価を行っております。 

特例処理によっている金利ス

ワップ及び金利キャップにつ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間におけるヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュフロー変動の累

計額等を基礎としてヘッジの有

効性の評価を行っております。 

特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の

評価を省略しております。 

同左 

７ 消費税等の会計処理方法  税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ─────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

（役員賞与に関する会計基準） ─────── （役員賞与に関する会計基準） 

会社法（平成17年法律第86号）

が平成18年５月を目途に施行され

ることが見込まれるため、当中間

会計期間より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はあり

ません。 

  当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。 

  ─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

      当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は9,013,057千円であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



  

表示方法の変更 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ─────── （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

      当事業年度より、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準」（企業会計基準

第１号 平成14年２月21日）及び

「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第２号

平成14年２月21日）を適用してお

ります。 

  これによる損益に与える影響は

ありません。 

────── （ポータル事業部における会計処理

方法） 

────── 

   ネット広告事業部において前事業

年度中に開発作業が一旦終了し、当

中間会計期間より販売促進活動、広

告宣伝費活動及び保守作業等が主た

る営業内容となったことに伴い、前

事業年度まで製造原価計算により売

上原価としていた費用を販売費及び

一般管理費として計上しておりま

す。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて当中間会計期間の売上原

価が、444,738千円減少し、売上総利

益、販売費及び一般管理費が、それ

ぞれ同額増加しております。 

  

前中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

１.「関係会社短期貸付金」は前中間会計期間末まで流

動資産の「短期貸付金」に含めて表示しておりまし

たが、当中間会計期間末において資産総額の100分

の5を超えたため、区分掲載しております。なお、

前中間会計期間末における「関係会社短期貸付金」

の金額は100,000千円であります。 

２．「関係会社長期貸付金」は前中間会計期間末まで投

資その他の資産の「長期貸付金」に含めて表示して

おりましたが、重要性が増したため、区分掲載して

おります。なお、前中間会計期間末における「関係

会社長期貸付金」の金額は1,379,517千円でありま

す。 

─────── 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間における税金費用

については、従来簡便法により計算

しておりましたが、税金費用をより

合理的に配分するために、当中間会

計期間より原則法に変更しておりま

す。なお、この変更による影響は軽

微であります。 

───── ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,601千円 22,234千円 16,817千円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

  

担保に対応する債務は次のとおりでありま

す。 

  

定期預金 2,087,903千円

関係会社株式 1,226,746千円

長期性預金 700,000千円

計 4,014,650千円

短期借入金 1,422,431千円

一年内返済長期借入金 505,533千円

一年以内償還予定社債 420,000千円

長期借入金 947,251千円

社債 1,140,000千円

保証債務 4,153,126千円

計 8,588,342千円

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

担保に対応する債務は次のとおりでありま

す。 

定期預金 340,026千円

関係会社株式 5,355,971千円

投資有価証券 388,251千円

その他 700,000千円

計 6,784,249千円

短期借入金 6,700,000千円

一年内返済長期借入金 247,100千円

一年以内償還予定社債 490,000千円

長期借入金 124,700千円

社債 575,000千円

保証債務 83,977千円

未払金 10,588千円

関係会社短期借入金 1,484,204千円

リース債務残高 559,156千円

計 10,274,726千円

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

担保に対応する債務は次のとおりでありま

す。 

  

定期預金 1,550,000千円

関係会社株式 1,251,763千円

長期性預金 700,000千円

投資有価証券 400,000千円

計 3,901,763千円

短期借入金 4,951,102千円

一年内返済長期借入金 233,600千円

一年以内償還予定社債 770,000千円

長期借入金 241,100千円

社債 830,000千円

保証債務 1,090,642千円

計 8,116,444千円

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 下記の子会社の金融機関からの借入及び

取引先に対する債務に対し、債務保証を行

っております。 

  

アピス神戸㈱ 212,000千円

㈱サンク 160,000千円

㈱クインランドキャピタル 4,051,820千円

㈱ジーティネット 100,000千円

㈱ウェブベース 101,306千円

㈱ＡＣＬＡ 145,873千円

計 4,771,000千円

 下記の関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

  下記の関係会社の営業取引に対し、債務

保証を行っております。 

         

    

           

クインランド・カーズ㈱ 118,000千円

㈱ＴＣＬＡ 120,000千円

㈱ＮＥＳＴＡＧＥ 210,000千円

計 448,000千円

㈱ＡＣＬＡ 246,114千円

クインランド・カーズ㈱ 130,850千円

㈱ＴＣＬＡ 1,623千円

㈱アルタイル 83,977千円

計 462,566千円

次の子会社等の金融機関からの借入及

び取引先に対する債務に対し、債務保証

を行っております。 

下記会社の営業取引に対し、債務保証を

行っております。 

 ㈱ＡＣＬＡ（連結子会社）  90,881千円 

 ㈱アルタイル        90,642千円 

    （持分法適用関連会社） 

クインランド・カーズ㈱ 165,000千円

     （連結子会社）  

㈱ＴＣＬＡ（連結子会社） 140,000千円

㈱クインランドキャピタル 5,140,080千円

     （連結子会社）  

㈱ジーティネット 60,000千円

ブリレジャパン㈱ 100,000千円

㈱セビアン 30,000千円

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い ※４       ───── 

仮払消費税等と仮受消費税等を相殺した

残額を流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

同左   



 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミットメント  ５ 当座貸越契約及び貸出コミットメント  ５ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は、次のとおりで

あります。 

 当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高は、次のとおりで

あります。 

当座貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高は、次のとお

りであります。 
  

  
(注)上記のうち下記の契約について財務制限

条項がついており、内容は以下のとおりで

あります。 

(１）平成17年２月14日に締結したシンジケ

ートローン契約(借入枠3,000,000千円、借

入実行額3,000,000千円)には、下記の財務

制限条項がついており、下記の条項に抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエー

ジェントの借入人に対する通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失

い、直ちに借入金及び利息を支払うことに

なっております。 

 ①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

を、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成16年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債の

合計金額から現預金の合計金額を差し引い

た金額を資本の部の金額で除した数値を

3.0以下にそれぞれ維持すること。 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

9,200,000千円

借入実行残高 9,200,000千円

差引額 －千円

  

  
(注)上記のうち下記の契約について財務制限

条項がついており、内容は以下のとおりで

あります。 

（１）平成18年１月25日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,300,000千

円、借入実行額2,300,000千円）には、

下記の財務制限条項がついており、下

記の条項に抵触した場合、多数貸付人

の請求に基づくエージェントの借入人

に対する通知により、契約上の全ての

債務について期限の利益を失い、直ち

に借入金及び利息を支払うことになっ

ております。 

①各決算期末及び中間決算期末における

単体及び連結貸借対照表上の資本の部

の金額が、直前の決算期末、中間決算

期末又は平成17年６月期末における当

該単体及び連結の貸借対照表上の資本

の部の金額のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体

及び連結の営業損益及び経常損益に関

して、それぞれ２半期連続して損失を

計上しないこと。 

③各決算期及び中間決算期における単体

及び連結貸借対照表における有利子負

債の合計金額から現預金の合計金額を

差し引いた金額を資本の部の金額で除

した数値を2.5以下にそれぞれ維持す

ること。 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

8,600,000千円

借入実行残高 8,560,000千円

差引額 40,000千円
  
(注)上記のうち下記の契約について財務制限

条項がついており、内容は以下のとおりで

あります。 

（１）平成17年９月14日に締結した相対型コ

ミットメントライン契約（借入枠

500,000千円、借入実行額500,000千

円）には、下記の財務制限条項がつい

ており、下記の条項に抵触した場合に

は、期限の利益を喪失し、直ちに借入

金及び利息を支払うことになっており

ます。 

①各決算期の末日における連結及び単体

の貸借対照表における純資産額を、前

年比75％以上に維持すること。 

②各決算期の末日における連結及び単体

の損益計算書に示される経常損益が平

成16年６月期以降の決算期につき、２

期連続して損失とならないようにする

こと。 

(２) 平成17年11月25日に締結したコミット

メントライン契約（借入枠300,000千

円、借入実行額300,000千円）には、下

記の財務制限条項がついており、下記

の条項に抵触した場合にはその後の新

規取引の停止、極度額の減額又は契約

の解除がなされる場合には期限の利益

を喪失し、直ちに借入金及び利息を支

払うことになっております。 

①各決算期の末日おける連結の貸借対照

表における資本の部の金額が、前年同

期比90％以下とならないこと。 

②各決算期及び中間決算期における単体

及び連結の営業損益及び経常損益に関し

て、それぞれ２半期連続して損失を計上

しないこと。 

  

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

10,600,000千円

借入実行残高 10,591,102千円

差引額 8,897千円



  
 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

(２)平成17年９月14日に締結した相対型コ

ミットメントライン契約(借入枠500,000千

円、借入実行額500,000千円)には、下記の

財務制限条項がついており、下記の条項に

抵触した場合には、期限の利益を喪失し、

直ちに借入金及び利息を支払うことになっ

ております。 

①各決算期の末日における連結及び単体の

貸借対照表における純資産額を、前年比

75％以上に維持すること。 

②各決算期の末日における連結及び単体の

損益計算書に示される経常損益が平成16年

６月期以降の決算期につき、２期連続して

損失とならないようにすること。 

(３)平成17年11月25日に締結したコミット

メントライン契約(借入枠300,000千円、借

入実行額300,000千円)には、下記の制限条

項がついており、下記の条項に抵触した場

合にはその後の新規取引の停止、極度額の

減額又は契約の解除がなされる可能性があ

り、契約が解除された場合には期限の利益

を喪失し、直ちに借入金及び利息を支払う

ことになっております。 

①各決算期の末日における連結の貸借対照

表における資本の部の金額が、前年同期比

90％以下とならないこと。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

（２）平成18年２月10日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,700,000千

円、借入実行額 2,700,000千円）に

は、下記の財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合、多数貸付人

の請求に基づくエージェントの借入人に

対する通知により、契約上の全ての債務

について期限の利益を失い、直ちに借入

金及び利息を支払うことになっておりま

す。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金

額が、直前の決算期末、中間決算期末又

は平成17年６月期末における当該単体及

び連結の貸借対照表上の資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％の金額以上に

それぞれ維持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関し

て、それぞれ２半期連続して損失を計上

しないこと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債

の合計金額から 現預金の合計金額を差

し引いた金額を資本の部の金額で除した

数値を2.5以下にそれぞれ維持するこ

と。 

  

（３）平成18年１月25日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,300,000千円、借

入実行額 2,300,000千円）には、下記の財

務制限条項がついており、下記の条項に抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエージ

ェントの借入人に対する通知により、契約上

の全ての債務について期限の利益を失い、直

ちに借入金及び利息を支払うことになってお

ります。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額

が、直前の決算期末、中間決算期末又は平

成17年６月期末における当該単体及び連結

の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれ

か大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維

持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関して、

それぞれ２半期連続して損失を計上しない

こと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及び

連結貸借対照表における有利子負債の合計金

額から 現預金の合計金額を差し引いた金額

を資本の部の金額で除した数値を2.5以下にそ

れぞれ維持すること。 

      

      



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

    （４）平成18年２月10日に締結したシンジケ

ートローン契約（借入枠2,700,000千

円、借入実行額 2,700,000千円）に

は、下記の財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合、多数貸付人

の請求に基づくエージェントの借入人に

対する通知により、契約上の全ての債務

について期限の利益を失い、直ちに借入

金及び利息を支払うことになっておりま

す。 

①各決算期末及び中間決算期末における単

体及び連結貸借対照表上の資本の部の金

額が、直前の決算期末、中間決算期末又

は平成17年６月期末における当該単体及

び連結の貸借対照表上の資本の部の金額

のいずれか大きい方の75％の金額以上に

それぞれ維持すること。 

②各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の営業損益及び経常損益に関し

て、それぞれ２半期連続して損失を計上

しないこと。 

③各決算期及び中間決算期における単体及

び連結の貸借対照表における有利子負債

の合計金額から 現預金の合計金額を差

し引いた金額を資本の部の金額で除した

数値を2.5以下にそれぞれ維持するこ

と。 

  

      

      



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数及び普通株式の自己株式の株式数の減少の要因は次のとおりであります。 

     自己株式の消却による減少    0.77株 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数に増加は、次のとおりであります。 

       端株の買取による増加    1.65株 

  

  次へ 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 
  

受取利息 91,609千円
  

受取利息 109,011千円 受取利息 225,006千円

受取手数料 30,000千円

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 
  

支払利息 134,557千円

社債発行費 48,750千円

新株発行費 58,237千円

支払手数料 31,399千円

  

  

支払利息 162,565千円

貸倒引当金繰入額 686,836千円

支払利息 344,985千円

社債発行費 65,870千円

支払手数料 72,327千円

投資事業組合運用損 92,265千円

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 
  

  
貸倒引当金戻入益 116,320千円

  
関係会社株式売却益 284,000千円

投資有価証券売却益 192,795千円

   

抱合株式消滅益 179,198千円

貸倒引当金戻入益 37,875千円

   

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 
  

  

買収関連費用 29,200千円

投資損失引当金繰入額 89,752千円

  
投資有価証券売却損 71,040千円

関係会社株式評価損 398,495千円

ファイナンス関連費用 245,000千円

事業再編損失 1,303,710千円

  

関係会社株式評価損 4,436,592千円

ソフトウェア評価損 663,551千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 2,294千円

無形固定資産 835千円

  
有形固定資産 5,416千円

無形固定資産 75,020千円

有形固定資産 5,333千円

無形固定資産 31,212千円

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 14.77 ― 0.77 14.00 

合計 14.77 ― 0.77 14.00 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注） 13.12 1.65 － 14.77 

合計 13.12 1.65 － 14.77 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 3,761 125 3,635

工具器具備
品 

44,101 13,998 30,103

ソフトウェ
ア 

3,901 1,869 2,032

車輌及び運
搬具 

19,640 1,305 18,334

合計 71,404 17,298 54,106

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 3,761 877 2,883

工具器具備
品 

321,673 52,713 268,959

車両及び運
搬具 

25,229 6,198 19,030

ソフトウェ
ア 

463,896 97,911 365,985

合計 814,560 157,701 656,859

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 3,761 501 3,259

工具器具備
品 

97,421 24,302 73,118

車両及び運
搬具 

19,640 3,888 15,751

ソフトウェ
ア 

139,092 41,858 97,234

合計 259,915 70,550 189,364

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 13,743千円

１年超 40,945千円

合計 54,689千円

  
１年以内 156,698千円

１年超 512,651千円

合計 669,350千円

１年以内 53,326千円

１年超 142,169千円

合計 195,496千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 6,100千円

減価償却費相当額 5,264千円

支払利息相当額 932千円

  
支払リース料 106,787千円

減価償却費相当額 83,416千円

支払利息相当額 19,070千円

支払リース料 18,290千円

減価償却費相当額 15,992千円

支払利息相当額 2,938千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２      ────── ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料   未経過リース料 
  
１年以内 180千円

１年超 165千円

合計 345千円

    
１年以内 180千円

１年超 75千円

合計 255千円

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年12月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 当中間会計期間末（平成18年12月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成18年６月30日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（１株当たり情報） 

  

 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

子会社株式 1,394,775 3,202,965 1,808,190 

計 1,394,775 3,202,965 1,808,190 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

子会社株式 2,064,845 2,766,292 701,447 

計 2,064,845 2,766,292 701,447 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

子会社株式 2,064,845 3,297,034 1,234,189 

計 2,064,845 3,297,034 1,234,189 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資
産額 

90,155円13銭 32,091円43銭 55,139円50銭

１株当たり中間
(当期)純損失 

1,530円34銭 22,926円39銭 36,963円63銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
（当期）純利益 

－ － －

  

なお、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益については、

１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益については、

１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当

たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。 



 （注）１株当たり中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 

項目 
前中間会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日）

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日）

１株当たり中間(当期)純損失    

中間(当期)純損失 244,137千円 3,743,053千円 5,964,895千円 

普通株主に帰属しない金額 － －千円 －千円 

普通株式に係る中間(当期)純損
失 

244,137千円 3,743,053千円 5,964,895千円 

期中平均株式数 159,532株 163,264株 161,372株 

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益 

   

中間（当期）純利益調整額 － －  

普通株式増加数 －株 －株 －株 

（うち新株予約権） (  －株) (  －株) (  －株) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成16年９月22日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権   2,646個） 

普通株式    2,646株 

平成14年９月26日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権  895個） 

普通株式    895株 

なお、概要は「第４

提出会社の状況、１株

式等の状況、（２）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

平成16年９月22日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権  1,757個） 

普通株式    1,757株 

平成17年９月29日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権  3,622個） 

普通株式    3,622株 

平成18年10月新株予約権

（新株予約権300個） 

第２回無担保転換社債型

新株予約権付社債(額面金

額3,000,000千円) 

なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のと

おりであります。 

平成14年９月26日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権    860個） 

普通株式     860株 

平成16年９月22日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権  2,489個） 

普通株式    2,489株 

平成17年９月29日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権  4,990個） 

普通株式    4,990株 

  



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間（自 平成17年７月１日至 平成17年12月31日） 
  

シンジケーション方式によるコミットメントライン契約の締結 

（平成18年1月25日契約） 

当社は、平成18年１月25日、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする総額23億円のコミットメントライン契約を締結

いたし、平成18年１月30日に全額実行いたしました(借入期間：平成18年１月30日より３ヶ月間)。 

(1) コミットメントライン設定の目的 

資金調達枠をあらかじめ確保することにより、資金需要に対する機動性と安全性を確保すること、並びに複数の金融機関から

受ける融資や返済の窓口を一本化し、融資条件の統一と事務作業の軽減を図ることを目的とするものであります。 

(2) コミットメントラインの内容 

① 契約金額    23億円 

② 契約締結日   平成18年１月25日 

③ 契約期間    平成18年１月25日から364日間 

④ 契約形態    シンジケーション方式リボルビング・クレジット・ファシリティ 

⑤ アレンジャー  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑥ エージェント  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑦ 参加金融機関 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  

株式会社常陽銀行 

株式会社広島銀行 

東銀リース株式会社 

株式会社滋賀銀行 

株式会社静岡銀行 

ダイヤモンドリース株式会社 

株式会社南都銀行 

株式会社みなと銀行 

⑧ 財務制限条項 

  下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知により、契約上の全ての債務につ

いて期限の利益を失い、直ちに借入金及び利息を支払うことになっております。 

    (イ)各決算期末及び中間決算期末における単体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額が、直前の決算期末、中間決算期末

又は平成17年６月期末における当該単体及び連結の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそ

れぞれ維持すること。 

    (ロ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の営業損益及び経常損益に関して、それぞれ２半期連続して損失計上し

ないこと。 

    (ハ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の貸借対照表における有利子負債の合計額から現預金の合計金額を差し

引いた金額を資本の部の金額で除した数値を2.5以下にそれぞれ維持すること。 

  

（平成18年２月10日契約） 

当社は、平成17年２月14日付けの株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする総額30億円のコミットメントライン契約を

完了いたし、平成18年２月28日に借入金を全額返済するとともに、引き続き、平成18年２月10日に、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をアレンジャーとする総額27億円のコミットメントライン契約を締結し、平成18年２月28日に全額実行いたしました(借入期間：平

成18年２月28日より３ヶ月間)。 

(1) コミットメントライン設定の目的 

資金調達枠をあらかじめ確保することにより、資金需要に対する機動性と安全性を確保すること、並びに複数の金融機関か

ら受ける融資や返済の窓口を一本化し、融資条件の統一と事務作業の軽減を図ることを目的とするものであります。 

 



(2) コミットメントラインの内容 

① 契約金額    27億円 

② 契約締結日   平成18年２月10日 

③ 契約期間    平成18年２月10日から364日間 

④ 契約形態    シンジケーション方式リボルビング・クレジット・ファシリティ 

⑤ アレンジャー  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑥ エージェント  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

⑦ 参加金融機関 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

農林中央金庫 

兵庫県信用農業協同組合連合会 

株式会社百十四銀行 

株式会社山陰合同銀行 

株式会社千葉興業銀行 

株式会社伊予銀行 

株式会社滋賀銀行 

⑧ 財務制限条項 

下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知により、契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、直ちに借入金及び利息を支払うことになっております。 

(イ)各決算期末及び中間決算期末における単体及び連結貸借対照表上の資本の部の金額が、直前の決算期末、中間決算期末

又は平成17年６月期末における当該単体及び連結の貸借対照表上の資本の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそ

れぞれ維持すること。 

 (ロ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の営業損益及び経常損益に関して、それぞれ２半期連続して損失計上し

ないこと。 

(ハ)各決算期及び中間決算期における単体及び連結の貸借対照表における有利子負債の合計額から現預金の合計金額を差し

引いた金額を資本の部の金額で除した数値を2.5以下にそれぞれ維持すること。 

  

 



当中間会計期間（自 平成18年７月１日至 平成18年12月31日）
  

重要な子会社の株式の売却 

(株式会社わかたけ) 

(1）株式譲渡の理由 

当社は、事業再編に伴う連結対象子会社の売却方針に基づき、平成19年１月15日開催の当社取締役会において、当社が保有する

株式会社わかたけの株式の全部を、株式会社わかたけへ譲渡する旨の取締役会決議し、平成19年２月13日付で受渡しが完了いたし

ました。 

  

(2）譲渡する子会社及び譲渡先の概要     

① 商号      株式会社わかたけ 

② 代表者     代表取締役社長 藤本義久 

③ 本店所在地   東京都目黒区二丁目12番２号ＴＤＧビル 

④ 設立年月日   平成16年12月 

⑤ 主な事業内容  マンション内装品販売及び工事業 

⑥ 決算期     ６月 

⑦ 従業員数    ７名（平成18年11月現在） 

⑧ 資本金     99,000千円 

⑨ 最近事業年度における業績の動向 

単位：千円 

※１ 平成17年４月１日～平成17年12月31日の決算期間となっております。 

※２ 平成18年１月１日～平成18年６月30日の決算期間となっております。 
  

(3）譲渡株式数および譲渡前後の当社所有株式の状況 

譲渡前 

  

譲渡後 

  

 (4) 売却価額  100百万円 

  
 

  平成17年12月期（※１） 平成18年６月期（※２） 

売上高 453,835 339,470 

経常利益 28,930 6,900 

当期純利益 17,739 3,919 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

1,980,000 1,008,000 50.91 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

1,980,000     0 0.0 



（株式会社ムーブ） 

 (1) 株式譲渡の理由  

当社は、事業再編に伴う連結対象子会社の売却方針に基づき、平成19年１月26日開催の当社取締役会において、当社が保有する

株式会社ムーブの株式の全部を譲渡する旨の取締役会決議し、同日付で受渡しが完了いたしました。 

  

(2) 譲渡する子会社の概要 

① 商号      株式会社ムーブ 

② 代表者     代表取締役会長 毛塚敏郎 

          代表取締役社長 根岸節雄 

③ 本店所在地   東京都足立区加平２－５－１ 

④ 設立年月日   昭和51年６月 

⑤ 主な事業内容  ロジステック業 

⑥ 決算期     ３月 

⑦ 従業員数    79名（平成18年９月現在） 

⑧ 資本金     387百万円 

⑨ 最近事業年度における業績の動向 

単位：百万円 

  

(3）譲渡株式数及び譲渡前後の当社所有株式の状況 

譲渡前 

  

譲渡後 

  

(4）売却価額     200百万円 

  
 

  平成16年３月期 平成17年３月期 

売上高 3,724 3,013 

経常利益 △257 △23 

当期純利益 △582 △81 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

12,754 12,754 100.0 

発行済株式総数(株) 当社所有株式数(株) 当社議決権割合(％) 

12,754     0 0.0 



前事業年度（自 平成17年７月１日至 平成18年６月30日）
  

重要な子会社の株式の売却 

当社は、平成18年７月31日開催の当社取締役会において、グループ事業戦略・資本政策の見直しの一環として、平成17年３月よ

り当社の連結子会社としてリース・割賦・ローン等各種商品の提供やグループカードの普及を通じて当社グループにおける金融事

業を担ってまいりました㈱クインランドキャピタルの株式の一部（81％）について譲渡することを決議いたしました。 

株式の売却及び当該会社の概要は以下のとおりであります。 

(1) 会社の名称     ㈱クインランドキャピタル 

(2) 所在地       広島県福山市丸之内二丁目９番13号 

(3) 事業内容      リース等各種ファイナンス事業 

(4) 事業規模（平成18年６月30日現在） 

 ① 売上高      3,173,950千円 

 ② 営業利益      147,528千円 

 ③ 経常利益      144,464千円 

 ④ 当期純利益     91,840千円 

 ⑤ 総資産      9,556,315千円 

(5）売却後の当社保有株式数  普通株式 114株 

(6) 売却後の議決権総数に対する割合   19% 

(7) 異動年月日     平成18年８月７日(株式譲渡日) 

  

無担保社債の発行について 

 当社は、平成18年８月20日開催の当社取締役会において、平成18年８月23日に次のとおり第20回無担保社債を発行することにつ

いて決議いたしました。 

(1) 発行総額      30億円 

(2) 発行価額      額面100円につき100円 

(3) 利率        年３％ 

(4) 償還期限      平成18年10月23日 

(5) 資金使途      運転資金 

  

第三者割当増資引受による株式の取得 

当社は、平成18 年8 月23 日開催の当社取締役会において、FrameFree Global Limitedの第三者割当増資の引受けを行うこと

に関し、下記のとおり決議いたしました。 

(1) 引受株式数      1,179 株 

(2) 引受価額       22,000US＄（約225 万円※） 

(3) 引受価額の総額    25,938,000US ＄（約30 億円※） 

(4) 払込期日       平成18 年8 月23 日（現地時間) 

(5) 取得後持分比率    9.32％ 

(6) 当該会社の概要 

① 商号        FrameFree Global Limited  

② 所在地       英国領ジャージ島 

③ 代表者の氏名    Ｔhomas Randolph  

④ 設立年       2006 年 

⑤ 事業の内容     FrameFree®の全世界での独占的な販売・流通 

⑥ 決算期       12 月 

⑦ 使用人数      52 名 

⑧ 資本の額      6,700 万US$  

※１ＵＳ＄＝116円で試算 

 



第三者割当による新株予約権発行および無担保転社債型新株予約権付社債発行について 

当社は、平成18 年9 月25 日開催の取締役会において、第三者割当による新株予約権発行および無担保転換社債型新株予約権

付社債発行を決議いたしました。 

なお、詳細につきましては、連結財務諸表における後発事象として記載しております。 

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日関東財務局長に提出 

(2）有価証券届出書（新株予約権付社債）及びその添付書類 

   平成18年９月25日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（新株予約権証券）及びその添付書類 

   平成18年９月25日関東財務局長に提出 

(4）有価証券届出書（新株予約権付社債）の訂正届出書 

   上記(2)に係る訂正届出書であります。 

   平成18年10月２日関東財務局長に提出 

(5）有価証券届出書（新株予約権証券）の訂正届出書 

   上記(3)に係る訂正届出書であります。 

   平成18年10月２日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成18年３月22日

株式会社クインランド     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大 橋 弘 美  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀧 川 佳 秀  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クインランドの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年７

月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社クインランド及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年１月25日及び平成18年２月10日にコミットメントライ

ン契約の締結を行い、それに基づき借入を実行している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成19年３月26日

株式会社クインランド     

  取締役会 御中   

  アクティブ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 柴 田   洋  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 名 和 道 紀  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 荒 木 康 弘  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クインランドの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７

月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社クインランド及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間にお

いて2,104百万円の営業損失を計上したほか、前連結会計年度に引き続き大幅な中間純損失を計上した結果、一

部のシンジケートローン契約の財務制限条項に抵触している。また、平成18年12月31日現在700,000千円の手形

借入に関して猶予を受けている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。会社

は、平成19年３月13日開催の取締役会において、借入金の返済スケジュールを変更する旨の特定調停の申し立て

を決議し、金融機関との継続的な取引の維持を前提に交渉を進めており、当該状況に対する経営計画等は当該注

記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期

間からポータル事業部における会計処理方法を変更している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年１月15日開催の取締役会において、会社が保有する

株式会社わかたけの株式の全部を譲渡することを決議し、平成19年２月13日付で譲渡を完了した。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年１月26日開催の取締役会において、会社が保有する

株式会社ムーブの株式の全部を譲渡することを決議し、同日付で譲渡を完了した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成18年３月22日

株式会社クインランド     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大 橋 弘 美  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀧 川 佳 秀  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クインランドの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年７月

１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社クインランドの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年１月25日及び平成18年２月10日にコミットメントライ

ン契約の締結を行い、それに基づき借入を実行している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成19年３月26日

株式会社クインランド     

  取締役会 御中   

  アクティブ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 柴 田   洋  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 名 和 道 紀  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 荒 木 康 弘  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クインランドの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成18年７月

１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社クインランドの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当中間会計期間において

1,570百万円の営業損失を計上したほか、前事業年度に引き続き大幅な中間純損失を計上した結果、一部のシン

ジケートローン契約の財務制限条項に抵触している。また、平成18年12月31日現在700,000千円の手形借入に関

して猶予を受けている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。会社は、平成19

年３月13日開催の取締役会において、借入金の返済スケジュールを変更する旨の特定調停の申し立てを決議し、

金融機関との継続的な取引の維持を前提に交渉を進めており、当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表

には反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間からポ

ータル事業部における会計処理方法を変更している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年１月15日開催の取締役会において、会社が保有する

株式会社わかたけの株式の全部を譲渡することを決議し、平成19年２月13日付で譲渡を完了した。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年１月26日開催の取締役会において、会社が保有する

株式会社ムーブの株式の全部を譲渡することを決議し、同日付で譲渡を完了した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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